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|開催趣旨l
リハビリテーションとは「全人間的復権」とし、う意味の言葉で、医療だけでない、総合的なもの

です。

本研究大会は、さまざまな分野の専門家と当事者が力を合わせて「総合リハビリテーション」を

一緒に考えていくことが特色です。

リハビリテーションをめぐる状況は大きく変化しています。生活機能が低下した人たちゃ関与す

る専門職が増え、また当事者や家族の積極的な参加が求められ、真の連携システムやプログラ

ムが必要になってきました。

「総合リハビリテーション」のあり方や進め方について再考し、原点に戻って皆で力を合わせて

創っていくことが大きな課題です。そこで、一昨年から3回(3年)連続して「総合リハビリテーション

の新生Jという共通テーマを掘り下げていくこととしています。

今回は、地域リハビリテーションの実践をとおして「総合リハビリテーションJを追及するとともに、

分科会では3年間の総括的議論も行う予定です。
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プログラム

9月21日(金) 10:05"'" 1 0:20 <会場:横浜ラポールシアター>

開会挨拶

主催者代表炭谷茂((公財)日本障害者リハビリテーション協会会長)

歓迎挨拶

開催地代表小川孟(元横浜市総合リハビリテーションセンターセンター長)

10:20"'" 12:00 <会場:横浜ラポールシアター>

「総合リハビリテーションの実現に向付て~地域リハビリテーションの実践から"""J

第35回大会実行委員長伊藤利之((福)横浜市リハビリテーション事業団顧問)

，.............................................................................. ................................................................................ . 
第 1回リハビリテーション交流セミナー(1977年)以来の本研究大会の歴史を振り返り、3年連

続で、追求してきたテーマ「新生総合リハビリテーションJの意義を確認するoまた、横浜市にお

ける地域リハビリテーション・システムの構築過程を通して、これまでの到達点および当面の課

題について述べる。とりわけ介護保険施行に伴う地域ケアシステムの構造的変化、新たな障

害として着目される高次脳機能障害や発達障害に対する試行的取り組みを紹介するとともに、

その課題を明らかにしたいo
.............•....•...................................................................................................•............. ............................. . 

12:00"'" 13:15 <会場:横浜ラポール>

ラポールツアー ※昼食休憩中にラポールツアーを行います。(希望者のみ)
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9月21日(金) 13:15~14:45 <会場:横浜ラポールシアター>

|シンポジウム11

「総合リハビリテーションの視点から災害を考える

一東日本大風災での実態把握にもとづいてー」

コーディネーター:大111弥生((独)国立長寿医療研究センター研究所生活機能賦活研究部)

シンポジスト:海老沢真(NHK文化福祉番組部)

西漂心(ワークショップほのぼの屋)

丹羽登(文部科学省初等中等教育局特別支援教育課)

大川弥生

「災害時とは平常時の体制の優れた点も問題点も顕著に現れる時」と位置づけ、災害に関して得

られた知見を、平常時の総合リハビリテーションの取り組みにも生かすことを目的として行う。 3

年目の今回は、東日本大震災での実態把握に基づいて議論を深めたい。

...................................................................................................................................................................... 
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9月21日(金) 15:00~ 17:00 <会場:横浜ラポールシアター>

|シンポジウム21

「新たな地繊リハビリテーションシステムの創造一総合リハビリテーションの視点からー」

コーディネーター:高岡徹(横浜市総合リハビリテーションセンター医療部)

シンポジスト:

渡遺慎一(横浜市総合リハビリテーションセンタ一理学・作業療法課)

「発達障害に対する地域IJJ、ビリテーションj

~山梨県における新たなシステムの創造~

本田秀夫(山梨県立こころの発達総合支援センター)

「高次脳機能障害に対する地域リJ、ビリテーションJ

~制度を超えた地域ネットワークの創造~

小田芳幸(横浜市総合リハビリテーションセンター就労支援課)

「介護保険サービスを利用した地域リJ、ビリテーション」

~地域生活を支えるデイサービスの創造~

藤原茂((福)夢のみずうみ村)

，............................................................・・・・圃・・・・・・・・・.....................................................................................，

わが国の障害児者に対する社会保障は、第二次大戦後の昭和 24年に制定された「身体障害

者福祉法Jを皮切りlこ、その後、障害種別に各種の福祉法が制定され、徐々にではあるが各

分野のリハビリテーション活動の発展とともに充実してきた。そのなかで、自立生活運動による

脱施設化やノーマライゼーション思想が徐々に浸透し、彼らの地域生活を保障する社会基盤と

して地域リハビリテーションが注目されるに至った。

一方、急速な高齢化社会を迎えるなか介護保険制度が導入され、それを起点に私的な医療機

関を中心とした高齢者の地域リハビリテーションが全国各地で、行われるようになった。これによ

り地域サービス資源は大きく前進したが、その中心的モデルは「脳卒中モデル」および「廃用症

候群モデル」であり、加えてケアマネジャーが登場するなか公的サービスが減少し、障害児者

に対するサービスの質的低下を招いたとしヴ批判がある。

そこで今回は、公的サービスを基盤に構築された旧来のモデルや介護保険を基盤とした高齢

者モデルでは適合しにくい、新たな障害ニーズや地減ニーズの変化に応じた地域リハビリテー

ションを展開している方々をシンポジストに迎え、総合リハビリテーションの視点を踏まえて、今

後の地域リJ、ビリテーションのあり方について検討する。
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・'
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9月21日(金) 17:00~ 18:00 <会場:横浜ラポール>

ラボールツアー ※終了後にラポールツアーを行います。(希望者のみ)

9月21日(金) 18:00~20:00 <会場:新横浜国際ホテル>

変涜会

参加者、講師らによる交流会を企画しました。多くの皆様のご参加を募ります。

(会費制:3，0 0 0円)
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9月22日(土) 9:45""" 12:00 <会場:横浜ラポールシアター>

|特別報告|

「障害者に関わる法制度改革の動向」

藤井克徳 日本障害フォーラム幹事会議長

日本障害者協議会 常務理事

※内閣府障害者政策委員会委員長代理

|鼎談|

「総合リハビリテーションの視点から見た障害者制度改革の動向J

コーディネーター:藤井克徳

パネリスト:早瀬憲太郎(映画監督)

大野更紗(作家)

指定発言者:井上剛伸(国立障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発部)

栗林環(横浜市立脳血管医療センター 診療科)

堀込真理子((福)東京コロニー職能開発室)

"............................................................................................................................................. ...................、

障害者権利条約などにも刺激されながら、日本の障害者制度改革は新たな段階に移行しつつ

ある。

制度改革の現状について、障害当事者の視点から、リハビリテーションの視点から中間評価を

加える。政策面と現場での課題を重ねながら、あるべき方向を探りたい。
屯................................................................................................................................................................，
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同時開催

9月22日(土)12:15"'-' 13:45 <会場:横浜ラポールシアター>

総合リハビリテーションにいかすICF

講師:上田敏((公財)日本障害者リハビリテーション協会顧問、元東京大学教授)

大川弥生((独)国立長寿医療研究センター研究所生活機能賦活研究部部長)

「リハビリテーションJとは「訓練」で、はなく、障害のある人の「人間らしく生きる権利の回復JですO!
それは一部の専門家の力だけでできるものではなく、障害当事者を中心に、さまざまな専門家

や行政、サービス、サポート、地域社会が力を合わせてはじめて実現できるものです。それが、

私たちが新生をめざす「総合リハビリテーション」で、すo

このようにさまざまな立場の人が、共通の目標に向かって力を合わせてし、くためには、相互理

解が不可欠です。しかし現在はそこに多くの問題があり、協力を妨げています。それを解決す

るには「共通言語J(共通のものの考え方・捉え方)が必要です。その点、ICF(WHO国際生活

機能分類)は、人が「生きることの全体像Jを偏りなく総合的に捉えることのできる「統合モデル」

に立ったものとして、総合リハビリテーションに大きく役立つ「共通言語」で、すo

今回は、「総合リハビリテーションの新生のために、それに関わる全ての人が、いかにICFを

『共通言語』として活用するかJという観点から、誰にでも役立つようにお話を進めていきます。

具体的内容

o.本研修会の趣旨
1.ICFの特徴
1 ) r生活機能jと「障害J(生活機能低下)
2) r生活機能モデルJ
2. r相互作用・統合モデルJとしてのICF
3.災害時の生活機能低下から学ぶもの

4.現状把握と目標設定のための活用
5.総合リハビリテーションの新生のために

ICFの「生活機能モデルJ(2001) 
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分科会

9月22日(土) 13:30~ 16:00 

〔テーマ、会場一覧〕

分科会1子ども「障害のある子どもの総合的な支援

ーライフステージと地域における領域・機関連携の視点からー」

<会場:横浜ラポーJレ2階ラポールボックス>

分科会2 労働・雇用(就労支援)r地域リハビリテーションにおける就労支援

一地域づくりとの関連で考える一」

<会場:横浜市総合リハビリテーションセンター 1階多目的ホール>

分科会3 工学「支援機器の開発と地域リハビリテーションJ

<会場:横浜市総合リハビリテーションセンター 4階研修室1、2>

分科会4 医療「地域リハビリテーションにおける総合性の追及

一総合1)/、ピリテーションセンターの果たすべき役割と機能-J

<会場:横浜ラポール 2階大会議室>
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9月22日(土) 13:30~ 16:00 <会場:横浜ラポール 2階ラポールボックス>

|分科会1/

子ども「障害のある子どもの総合的な支援

ーライフステージと地域における領域・機関連携の視点からー」

座長:松矢勝宏(東京学芸大学)

吉川一義(金沢大学人聞社会研究域学校教育系)

パネリスト:小川淳(横浜市総合リハビリテーションセンター)

大政里美(広島市こども療育センター)

小津信幸(東京都立青峰学園)

指定発言者:藤間英之(あきる野市障がい者就労・生活支援センターあすく)

中村敏之(青梅市健康福祉部障がい者福祉課認定サービス係)

「研究大会のr総合リハビリテーションの新生をめざしてJの統一テーマに基づき、子ども分科会は過去i
2年間にわたり研究協議を展開してきた。障害のある子どもたちの発達と生活を総合的に支援するた

めには、関係領域・機関が個別支援計画の考え方を共有し、協力・連携することが必要であり、このこ

とにより統一テーマに接近することができると考えてきた。

第33回大会分科会では、この観点を共有するためのパネルディスカッションを実施した。続く第34回

大会の分科会の開催に当たっては、分科会独自の中間シンポジウム(病気の子どもたちの生活を豊

かに創るための「教育と医療の対話的関係J)の企画を経て、障害のある子どもの地域生活移行をめ

ざす個別支援計画の展開に関する事例を取り上げ、統一テーマを深める研究協議を行った。

今年度の第35回研究大会では、大会統一テーマによる3年間の分科会協議のまとめとして、地域を

重点的に取り上げ、障害のある子どもの総合的な支援をライフステージと関係領域・機関連携の視点

から深めることにした。
‘................................................................................... ....................................................................................... . 
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9月22日(土) 13:30"'" 16:00 
<会場:横浜市総合リハビリテーションセンタ- 1階多目的ホール>

|分科会21

労働・雇用〈就労支援)r地爆リハビリテーションにおける就労支援

座長:松井亮輔(法政大学名誉教授)

木村伸也(愛知医科大学医学部)

パネリスト:戸枝陽基((福)むそう・(特非)ふわり)

松永正昭((有)c-ネットサービス)

一地域づくりとの関連で考えるー」

助言者:依田品男(国立がん研究センター企画経営部・元労働省障害者雇用対策課)

，........................................................................................................................................................................ 
一昨年と昨年の2回にわたり、障害者の職業的自立の達成に向けて、就労支援にかかわる関係機

関・団体および施設の連第のあり方を中心に議論をすすめてきた。しかし、障害者のニーズに応じた

多様な働く場の提供や多様な働き方を可能するには、これらの関係機関・団体および施設等による

連携のとれた取組みだけでは十分ではない。それを具現化するにはこれら専門分野の枠組みをこえ

た、障害当事者をはじめ、住民を含む、地域における様々なステークホールダーの参画を得た、イン

クルーシブな地域づくりが不可欠と思われる。

「新生総合リハの実現」をめざす3年シリーズ、の最後にあたる今回の労働・雇用(就労支援)分科会

では、そうしたインクルーシブな地域づくりに先駆的に取り組んで、こられた関係者をパネリストとして桜

招きし、障害者の就労支援を柱にすえた、それぞれの取り組みについてご報告いただくとともに、そう:

したインクルーシブな地域づくりを全国的にひろめるためにどのような取り組みが必要かについて一

緒に考えることを意図している。

もっともこのテーマについて今回だけで、結論を得ることは困難なことから、来年以降の労働・雇用

(就労支援)分科会でも引き続いて取り上げることにしたい。

12 



9月22日(土) 13:30"'" 16:00 

<会場:横浜市総合リハビリテーションセンター 4階研修室 1、2>

工学「支援機器の開発と地場リハビリテーションJ

座長:山内繁((特非)支援技術開発機構)

松本吉央((独)産業技術総合研究所知能システム研究部門

サービスロボティクス研究グループ)

パネリスト:松本吉央

諏訪基(国立障害者リハビリテーションセンター研究所)

山内繁

佐藤史子(横浜市総合リハビリテーションセンタ一地域支援課)

...................•..•....•.............................................................•...................................•..•.....•........ •..•..................... 

平成22年には総合1)1、ビリテーションのために工学がで、きることは何かを、23年には支援機器の

開発と産業化の取り組みについて検討してきた。

これまでの2回の大会では、主として具体的な開発事例を中心に議論を進めてきたが、今年度は

メインテーマで、ある地域リハビリテーションの観点を念頭に置きつつ、支援機器の開発と実用化、

普及における問題点を取り上げることとした。開発に当たる工学分野の研究者・技術者、地域や

臨床現場で支撮機器サービスを担当する専門職とで問題意識を共有するための議論を深めたい。

-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・'
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9月22日(土) 13:30~16:00 <会場:横浜ラポール 2階大会議室>

|分科会41
医療「地域リハビリテーションにおける総合性の追及

一総合リハビリテーションセンターの果たすべき役割と機能ー」

座長:吉永勝訓(千葉県千葉リハビリテーションセンター)

伊藤利之((福)横浜市リハビリテーション事業団)

パネリスト:r川崎市における地域リハビリテーション構想高次脳機能障害などの制度外対象者を含めてj
小島久美子(J11 ~崎市北部リハビリテーションセンター)

「災害と地域リJ、ビリテーションJ

高橋明((財)いわてリハビリテーションセンター)

「地域包括ケア構築へ向けて地域全体の病院・在宅介護連携について」

逢坂悟郎(兵庫県立西播磨総合リハビリテーションセンター西揺磨病院)

...................................................................................................................................................................、
介護保険施行後、わが国のリハビリテーション事情は大きく変わった。とりわけ地域では、ケア

マネジャーなどの新たな職種が生まれ、関連機関とそれに伴うサービス量も飛躍的に充実した。

しかしその一方で、対象者は高齢者に、リハビリテーションは医療に偏り、総合性が軽視される

傾向にある。また、医療や介護保険における経済効率の追求、障害者自立支援法におけるホ

テルコストの分離や応益負担の導入によりリハビリテーションの画一化が進み、地域・在宅生

活へのリハビリテーションの総合的支援は相対的に後退したといえよう。

本分科会では、以上のような介護保険施行後の時代背景を踏まえ、現代、あるいは近未来に

おける新生総合リハビリテーションのあり方について、 3年間を通して検討してきた。

今年はその最終年であり、各地の総合リハセンターが先進的に取り組んでいる地域リハビリテ

ーションについて交流を図るとともに、当事者中心のリハビリテーションを総合的に提供するた

めにはどうしたらよいか、そこにおける総合リハセンターの果たすべき役割と機能について検

討する。
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〔特別報告要旨〕
藤井克徳(日本障害フォーラム幹事会議長、日本障害者協議会常務理事)

※内閣府障害者政策委員会委員長代理

障害者に関わる法制度改革の動向

はじめに

1.障害関連の政策水準をとらえる視座

1)障害の無い市民の生活水準との比較

2)日本と同水準の経済力を持つ国々との比較

3)過去の実態との比較

4)障害のある人個々のニーズとの比較

2.到来した障害者制度改革の新たな潮流

1)障がい者制度改革推進会議(以下、推進会議)設置の背景

ア、障害者権利条約

イ、障害者自立支援法違憲訴訟の司法和解に伴う基本合意文書

ウ、日本障害フォーラム(JDF)の存在

2)推進会議の経過(2010年1月 12日の第 1回会合以降、 2年間余で38回開催)

3.推進会議の特徴と成果(評価)

1)推進会議の特徴(4点にわたって)

2)推進会議から出された意見書等

ア、第一次意見(2010年6月 7目、主要部分は閣議決定)

イ、第二次意見(2010年 12月17日、障害者基本法の改正へ向けて)

ウ、障害者総合福祉法へ向けての骨格提言(2011年8月30日)

工、障害者差別禁止法ヘ向けての意見書(2012年9月 14日)

4.障害者基本法の改正と評価(総合リハビリテーションの観点を交えながら)

1)主な改正点

ア、障害者の定義(第 2条)

イ、基本原則(第3条~第 5条)

-地域社会における共生等(第3条)

・差別の禁止(第4条)

-国際的な協調(第5条)

ウ、基本的な施策(第 14条~第 30条)
・医療、介護等(第 14条)

-年金等(第 15条)

-教育(第 16上)

・※療育(第 17条)

-職業相談等(第 18条)

-雇用の促進等(第 19条)

・住宅の確保(第 20条)

・公共的施設のバリアフリー化(第 21条)
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-情報の利用におけるバリアフリー化等(第 22条)

・相談等(第 23条)

-経済的負担の軽減(第24条)

・文化的諸条件の整備等(第 25条)

・※防災及び防犯(第 26条)

-※消費者としての障害者の保護(第 27条)

・※選挙等における配慮(第 28条)

・※司法手続における配慮等(第 29条)

・※国際協力(第 30条)

(※は、今次改正で新設)

工、障害者政策委員会等(第 32条-36条)

2)今次改正の評価

5.成らなかった障害者総合福祉法、成立したのは障害者総合支援法

1)総合福祉法に向けての骨格提言

2)障害者総合支援法の特徴(骨格提言と比較しながら)

3)主要事項は3年聞かけて検討(附則第3条)

6.障害者差別禁止法(仮称)の制定へ向けて

1)推進会議・差別禁止部会(現在は障害者政策委員会に付属)での論議の経緯

2)障害者差別禁止部会の意見書の概要

3)法制定へ向けての課題と見通し

7.残る課題と関係者に問われるもの

1)解決を急がなければならない基幹的な政策課題

2)障害関連団体に関われるもの

3)')1 、ピリテーション関係者への期待

8.むすび

・添付資料

資料 1障害者権利条約

資料2改正障害者基本法

資料3自立支援法違憲訴訟に伴う基本合意文書

資料4推進会議第一次意見の概要

資料 5推進会議第二次意見の概要

資料6障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言(概要)

資料7障害者総合福祉法の骨格提言と障害者総合支援法案との比較表

資料 8障害者総合支援法・附則第三条

資料9障害者政策委員会・小委員会で議論すべき論点
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〔鼎談発言要旨〕 早瀬憲太郎(映画監督)
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〔鼎談発言要旨〕 大野更紗(作家)

O日本の障害関連の政策水準をどうみるか

私たちの社会は長きにわたって慢性的な機能不全を抱えていて、震災以前で、あっても震災以

後で、あっても、基本的には「変わっていないJと思いますo障害や病を持つ人たちに対する社会制

度や政策そのものが、震災の最中で激変するということはありません。しかし、そのような認識を

前提としても、 r3月11日を境にして私たちの社会は変わったJというような表現は、ある一面にお

いては的を得ているのかもしれませんo

平時には社会的に分断され、互いの存在を意識すらしない「遠くの他者jが、非常時には『近し

い隣人Jとして見えることがあります。巨大な惨禍・災害の下においてこそ、限界状態であるから

こそ、市井の人々は困っている見知らぬ他人を助けようとする。そのような極端に利他的な社会

が、災害時に一時的に出現する現象を、アメリカ人作家のレベッカ・ソルニットが「災害ユートピア」

と名指しています。震災後の日本社会の一年間とはまさしく、そのような「ユートピアj状態にあっ

たのではないでしょうか。日本は、社会制度の基盤整備について、特に障害者施策についてはた

ち遅れています。本質的にこの社会が変われるか、という聞いは、震災から 1年半以上が経過し

た今日にこそ、問われるものです。

O障害分野を好転させていくための基本視点として何があげられるか

今回、障害者支援の現場におられる方々にとっては、 2000年代というのはまさしく「怒涛の制度

改変期Jで、あったと思います。

日本で社会保障や社会福祉と言うと、メディアで、も財政支出額の話に終始する傾向があります。

あるいは法律の文言や専門用語の羅列というイメージがわいてくるのではないで、しようか。確か

に、実質的にいくら予算を使っているかどうかということは非常に重要で、あり、専門的な知識は制

度の理解に不可欠なものです。しかし、社会政策について重要なことは、「誰が、誰のために、い

かなる意志をもって歩んできたのかJという点にあるように思います。

0専門職に期待したいこと、

人の QOLは、本質的には「不可知jの概念です。「わからない」ことを前提としながらも、そこで

立ち止まることなく本人の QOL向上のために、本人と専門家がいかに連携するか。人はとても複

雑な生き方をしていて、常に変化し、動いています。「本人の意志を尊重する」ことです。それが障

害当事者運動の原点であり、今日もなお、現在進行形の課題です。

0私にできること、やりたいこと
「制度の谷間Jにいる希少性難治性疾患、難病の当事者としてみえることを、みなさんと言葉を介

してシェアで、きればと思います。
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E、a
o 

障害者の権利に関する条約

(公定訳文案/2009年 3月3I:J版)

前文

この条約の締約国は、

(a) 国際連合憲章において宣明された原則が、人額社会のすべての構成員の固有の尊

厳及び価値並びに平等のかつ奪い得ない権利が世界における自由、正義及び平和の

基礎を成すものであると認めていることを想起し、

(b) 国際連合が、世界人権宣言及び人権に関する国際規約において、すべての人はい

かなる差別もなしに同宣言及びこれらの規約に掲げるすべての権利及び自由を享

有することができることを宣明し、及び合意したことを認め、

(c) すべての人権及び基本的自由が普遍的であり、不可分のものであり、相互に依存

し、かつ、相互に関連を有すること並びに障害者がすべての人権及び基本的自由を

差別なしに完全に享有することを保障することが必要であることを再確認し、

(d) 経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約、市民的及び政治的権利に関す

る国際規約、あらゆる形態の人種差別の撤廃に関する国際条約、女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約、拷問及び他の残虐な、非人道的な文は品位を

傷つける取扱い文は刑罰に関する条約、児童の権利に関する条約及びすべての移住

労働者及びその家族の構成員の権利の保護に関する国際条約を想起し、

(e) 障害が発展する概念であることを認め、また、障害が.機能障害を有する者とこ

れらの者に対する態度及び環境による障壁との問の相互作用であって、これらの者

が他の者との平等を基礎として社会に完全かっ効果的に参加することを妨げるも

のによって生ずることを認め、

(f)障害者に関する位界行動計画及び障害者の機会均等化に関する標準規則に定め

る原則及び政策上の指針が、障害者の機会均等を更に促進するための圏内的、地域

的及び国際的な政策、計画及び行動の促進、作成及び評価に影響を及ぼす上で重要

であることを認め、

(g) 持続可能な開発の関連戦略の不可分の一部として障害に関する問題を主流に組

み入れることが重要であることを強調し、

(h) また、いかなる者に対する障害に幕づく差別も.人間の閏有の尊厳及び価値を侵

害するものであることを認め、

(i)さらに、障害者の多様性を認め、

(j)すべての障害者(より多くの支緩を必要とする障害者を含む。)の人権を促進し、

及び保護するととが必要であることを認め、

(k) とれらの種々の文書及び約束にもかかわらず、障害者が、世界のすべての地域に

おいて、社会の平等な構成員ともての参加を妨げる障壁及び人権侵害に依然として

直面していることを憂慮し、

(l)あらゆる国(特に開発途上国)における障害者の生活条件を改善するための国際

協力が重要であることを認め、

加)障害者が地域社会における全般的な福祉及び多様性に対して既に貴重な民献を

しており、又は貴重な貢献をし得ることを認め、また.障害者による人権及び基本

的自由の完全な享有並びに完全な参加を促進することにより.その帰属意識が高め

られること並びに社会の人的、社会的及び経済的開発並びに貧悶の撲滅に大きな前

進がもたらされることを認め、

(n) 障害者にとって、個人の自律及び自立(自ら選択する自由を含む。)が重要であ

ることを認め、

(0) 障害者が.政策及び計画(障害者に直接関連する政策及び計画を含む。)に係る

意思決定の過程に積極的に関与する機会を有すべきであることを考慮し、

(p) 人種、皮j骨の色、性、言語、宗教、政治的意見その他の意見.国民的な‘種族的

な、先住民族としての若しくは社会的な出身‘財産、出生.年齢又は他の地位に落

づく複合的又は加重的な形態の差別を受けている障害者が直面する困難な状況を

憂慮し、

(Q) 障害のある女子が、家庭の内外で暴力‘傷害若しくは虐待、放置若しくは怠慢な

取扱い、不当な取扱い又は搾取を受ける・層大きな危険にしばしばさらされている

ことを認め‘

(r) 障害のある児童が、他の児童との平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由

を完全に享有すべきであることを認め、また、このため.児童の権利に関する条約

の締約国が負う義務を想起し、

(s) 障害者による人権及び基本的白山の完全な享有を促進するためのあらゆる努力

に性別の視点を組み込む必要があることを強調し、

(t)障存者の大多数が貧困の状況下で生活している事実を強調し、また、この点に関

し、貧困が障害者に及ぼす悪影響に対処することが真に必要であることを認め、

(u) 間際連合憲章に定める目的及び原則の十分な尊重並びに人縮に関する適用可能

な文書の遊守に基づく平和で安全な状況が、特に武力紛争及び外国による占領の期

間中における障害者の十分な保護に不可欠であることに留意し、

(v) 障害者がすべての人権及び基本的自由を完全に享有するととを可能とするに当

たっては、物理的、社会的、経済的及び文化的な環境並びに健康及び教育を享受し

やすいようにし、並びに情報及び通信を利用しやすいようにするととが電要である

ことを認め.

(w) 個人が、他人に対し及びその属する地域社会に対して義務を負うこと並びに国際

人権章典において認められる権利の噌進及び擁護のために努力する責任を有する

乙とを認識し、

(x) 家族が、社会の自然かつ基礎的な単位であること並びに社会及び国家による保護

を受ける権利を有することを確信し、また、障害者及びその家族の構成員が、障害

者の権利の完全かつ平等な享有に向けて家族が貢献することを可能とするために

必要な保護及び支援を受けるべきであることを確信し、

(y) 障害者の権利及び尊厳を促進し、及び保護するための包括的かつ総合的な国際条

約が、開発途上国及び先進国において、障害者の社会的に著しく不利な立場を是正

することに重要な貢献を行うこと並びに障害者が市民的、政治的、経済的、社会的

及び文化的分野に均等な機会により参加することを促進することを確信して、

泊指
令怪
4弘
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次のとおり協定した。

第一条目的

との条約は.すべての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享

有を促進し、保護し、及び確保すること並びに障害者の岡有の尊厳の尊重を促進する

ことを円的とする。

障害者には、長期的な身体的.精神的、知的又は感覚的な機能障害であって、様々な

障壁との相互作用により他の者との平等を基縫として社会に完全かつ効果的に参加

することを妨げ得るものを有する者を含む。

第二条定義

との条約の適用上、

「意思蝶通Jとは、言語、文字の表示駅点字・触覚を使った意思疎通、拡大文字、利

用しやすいマルチメディア並びに筆記、音声、平易な言葉、朗読その他の補助的及び

代替的な意思疎通の形態、手段及び様式(利用しやすい情報通信機器を含む。)をい

つ。
「言語Jとは、音声言語及び手話その他の形態の非音声言語をいう。

「障害に基づく差別Jとは、障害に基づくあらゆる区別、排除文は制限であって、政

治的、経済的、社会的、文化的、市民的その他のあらゆる分野において、他の者とめ

平等を基礎としてすべての人権及び基本的自由を認識し、享有し、又は行使すること

を害し、文は妨げる目的又は効果を有するものをいう。隙害に基づく差別には、あら

ゆる形態の差別(合理的配慮の否定を含む。)を含む。

「合理的配慮Jとは、障害者が他の者との平等を基礎としてすべての人権及び基本的

自由を事有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であ

って、特定の場合において必要とされるものであり、かっ、均衡を失した文は過度の

負担を課さないものをいう。

「ユニバーサルデザインJとは、調整又は特別な設計を必要とすることなく、最大限

可能な範囲ですべての人が使用することのできる製品、環境、計画及びサービスの設

計をいう。ユニバーサルデザインは、特定の陣害者の集同のための補装具が必要な場

合には、これを排除するものではない。

第三条一般原則

この条約の原則は、次のとおりとする。

(a)固有の尊厳、個人の自律(自ら選択する自由を含む。)及び個人の自立の尊重

(b) 無差別

(c) 社会への完全かつ効果的な参加及び包容

(d)差異の尊重並びに人間の多様性の一部及び人類の一員としての障害者の受入れ

(e) 機会の均等

(f)施設及びサービス等の利用の容易さ

(g)男女の平等

(h) 障害のある児童の発達しつつある能力の尊重及び障害のある児童がその同一性

を保持する権利の尊重

第四条一般的義務

l締約国は.障害に基づくいかなる差別もなしに、すべての障害者のあらゆる人権及

ぴ基本的自由を完全に実現することを健保し、及び促進することを約束する。この

ため、締約国は‘次のことを約束する。

(a) この条約において認められる権利の実現のため‘すべての適当な立法話置.行政

措置その他の措置をとること。

(b) 障害者に対する差別となる既存の法律、規則.慣脅及び慣行を修正し‘又は廃止

するためのすべての適当な措置(立法を含む。)をとること。

(c)すべての政策及び計画において障害者の人権の保護及び促進を考慮に入れるこ

と。

(d) この条約と両立しないいかなる行為又は慣行も差し控えること。また‘公の当局

及び機関がこの条約に従って行動することを確保すること。

(e) いかなる個人、団体又は民間企業による障害に基づく差別も撤廃するためのすべ

ての適当な措置をとること。

(f)第二条に規定するユニバーサルデザインの製品、サービス.設備及び施設であっ

て、障害者に特有のニーズを満たすために必要な調整がnJ能な限り厳小限であり、
かつ、当該ニーズを満たすために必要な費用が最小限であるべきものについての研

究及び開発を実施し、文は促進すること。また.当該ユニバーサルデザインの製品、

サービス、設備及び施設の利用可能性及び使用を促進すること。さらに.基準及び

指針が作成される場合には、ユニバーサルデザインが当該基準及び指針に含まれる

ことを促進すること。

(g) 障害占・に適した新たな機器(情報通信機器、移動補助具、補装具及び支援機器を

含む。)についての研究及び開発を実施し.文は促進し、並びに当該新たな機器の

利用可能性及び使用を促進すること。この場合において、締約国は、負担しやすい

費用の機器を優先させる。

(h) 移動補助具、補装具及び支援機器(新たな機器を含む。)並びに他の形態の援助、

支援サービス及び施設に関する情報であって、障害者にとって利用しやすいものを

提供すること。

(i)この条約において認められる権利によって保障される支接及びサービスをより

良く提供するため、障害者と共に行動する専門家及び職員に対する当該権利に関す

る研修を促進すること。

2各締約国は、経済的、社会的及び文化的権利に関しては、これらの権利の完全な実
現を漸進的に達成するため、自国における利用可能な手段を尾大限に用いることに

より、また、必要な場合には国際協力の枠内で、措置をとることを約束する。ただ

し、この条約に定める義務であって、国際法に従って直ちに適用されるものに影響

を及ぼすものではない。

3締約国は、との条約を実施するための法令及び政策の作成及び実施において、並び
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に障害者に関する問題についての他の意思決定過程において、障害者(陣害のある

児童を含む。以下この 3において同じ。)を代表する団体を通じ、障害者と緊密に

協議し、及び障害者を積極的に関与させる。

4この条約のいかなる規定も、締約国の法律Xは締約国について効力を有する国際法

に含まれる規定であって障害者の権利の実現に一層貢献するものに影響を及ぼす

ものではない。この条約のいずれかの締約国において法律、条約、規則文は慣習に

よって認められ、文は存する人権及び基本的自由については、この条約がそれらの

権利若しくは自由を認めていないこと文はその認める範囲がより狭いことを理由

として、それらの権利及び向由を制限し、又は侵してはならない。

5との条約は、いかなる制限又は例外もなしに、連邦国家のすべての地域について適

用する。

第五条 平等及び無差別

l締約聞は、すべての占・が、法律の前に又は法律に基づいて平等であり、並びにいか

なる差別もなしに法律による平等の保護及び利益を受ける権利を有することを認

める。

2締約悶は、障害に基づくあらゆる差別を禁止するものとし、いかなる理由による差

別に対しても平等かっ効果的な法的保護を障害者に保障する。

3締約国は、平等を促進し、及び差別を撤廃することを日的として、合理的配慮が提

供されることを擁保するためのすべての適当な措置をとる。

4障害者の事実上の平等を促進し、又は達成するために必要な特別の措置は、この条

約に規定する差別と解してはならない。

第六条障害のある女子

l締約国は、障害のある女子が複合的な差別を受けていることを認識するものとし、

この点に関し、障害のある女子がすべての人権及び基本的自由を完全かつ平等に享

有することを確保するための措置をとる。

2締約国は、女子に対してこの条約に定める人権及び基本的自由を行使し、及び享有

することを保障することを目的として‘女子の完全な能力開発、向上及び自律的な

力の育成を確保するためのすべての適当な措置をとる。

第七条 障害のある児童

l締約国は、障害のある児童が他の児童との平等を基礎としてすべての人権及び基本

的自由を完全に享有することを確保するためのすべての必要な措置をとる。

2障害のある児童に関するすべての措置をとるに当たっては、児童の最善の利益が主

として考慮されるものとする。.

3締約国は、障害のある児童が‘自己に影響を及ぼすすべての事項について自由に自

己の意見を表明する権利並びにこの権利を実現するための障害及び年齢に適した

支援を提供される権利を有することを確保する。この場合において、障害のある児

童の意見は、他の児童との平等を基礎として、その児童の年齢及び成熟度に従って

相応に考慮されるものとする。

第八条意識の向上

l締約国は、次のことのための即時の、効果的なかっ適当な措置をとることを約束す

る。

(a) 障害者に関する社会全体(各家庭を含む。)の意識を向上させ、並びに障害者の

権利及び尊厳に対する尊重を育成すること。

(b) あらゆる活動分野における障害者に関する定型化された観念、偏見及び有害な慣

行(性及び年齢に基づくものを含む。)と戦うこと。

(c) 障害者の能力及び貢献に関する意識を向上させること。

2このため、 lの措置には、次のことを含む。

(a) 次のことのための効果的な公衆の意議の啓発活動を開始し、及び維持すること。

(i) 障害者の権利に対する理解を育てること。

(ii)障害者に対する肯定的認識及び一層の社会の啓発を促進すること。

(iii)障害者の技能、長所及び能力並びに職場及び労働市場に対する障害者の貢献

についての認識を促進すること。

(bl教育制度のすべての段階(幼年期からのすべての児童に対する教育制度を含む。)

において、障害者の権利を尊重する態度を育成すること。

(c)すべての報道機関が、この条約の阿的に適合するように障害者を描写するよう奨

励すること。

(d) 障害者及びその権利に関する啓発のための研修計画を促進すること。

第九条 施設及びサービス等の利用の容易さ

l締約国は、障害者が自立して生活し、及び生活のあらゆる側面に完全に参加するこ

とを可能にすることを目的として、陣害者が、他の省との平等を基礎として、都市

及び農村の双方において、物理的環境、輸送機関、情報通信(情報通信機器及び情

報通信システムを含む。)並びに公衆に開放され、文は提供される他の施設及びサ

ービスを利用する機会を有することを確保するための適当な措置をとる。この措置

は、施設及びサービス等の利用の容易さに対する妨げ及び障壁を特定し、及び撤廃

することを含むものとし、特に次の事項について適用する。

(a) 建物、道路、輸送機関その他の屋内及び屋外の施設(学校、住居、医療施設及び

職場を含む。)

(b) 情報、通信その他のサービス(電子サービス及び緊急事態に係るサービスを含

む。)

2締約国は、また、次のことのための適当な措置をとる。

(a) 公衆に開放され、文は提供される施設及びサービスの利用の容易さに関する最低

基準及び指針を作成し、及び公表し、並びに当該最低基準及び指針の実施を監視す

ること。

(b) 公衆に開放され、又は提供される施設及びサービスを提供する民間の団体が‘当

該施設及びサービスの障害者にとっての利用の容易さについてあらゆる側面を考



N 
ωa 

慮することを確保すること。

(c)施設及びサービス等の利用の容易さに関して陣害者が匝面する問題についての

研修を関係者に提供すること。

(d) 公衆に開放される建物その他の施設において、点字の表示及び読みやすく、かつ、

理解しやすい形式の表示を提供すること。

(e) 公衆に閲般される建物その他の施設の利用の容易さを促進するため、人文は動物

による支援及び仲介する者(案内者、朗読者及び専門の手話通訳を含む。)を提供

すること。

(f)障害喜・が情報を利用する機会を有することを確保するため、障害者に対する他の

適当な形態の援助及び支援を促進すること。

(g) 障害者が新たな情報通信機器及び情報通信システム(インターネットを含む。)

を利用する機会を有するととを促進すること。

(h) 情報通信機器及び情報通信システムを最小限の費用で利用しやすいものとする

ため、早い段階で、利用しやすい情報通信機器及び情報通信システムの設計、開発、

生産及び分配を促進すること。

第十条生命に対する権利

締約国は、すべての人間が生命に対する固有の権利を有することを再確認するものと

し、障害者が他の者との平等を基礎としてその権利を効果的に享有することを確保す

るためのすべての必要な措置をとる。

第十一条 危険な状況及び人道上の緊急事態

締約国は‘国際法(国際人道法及び国際人権法を含む。)に基づく自国の義務に従い、

危険な状況(武力紛争、人道上の緊急事態及び自然災害の発生を含む。)において障

害者の保護及び安全を確保するためのすべての必要な措置をとる。

第十二条 法律の前にひとしく認められる権利

l締約国は、障害者がすべての場所において法律の前に人として認められる権利を有

することを再確認する。

2締約国は、障害者が生活のあらゆる側面において他の者との平等を基礎として法的
能力を享有することを認める。

3締約国は、障害者がその法的能力の行使に当たって必要とする支援を利用する機会

を提供するための適当な措置をとる。

4締約国は、法的能力の行使に関連するすべての掠置において、濫用を防止するため

の適当かつ効果的な保障を国際人権法に従って定めることを確保する。当該保障は、

法的能力の行使に関連する措置が、障害者の権利、意思及び選好を尊重すること、

利益相反を生じさせず、及び不当な影響を及ぼさないこと、障害者の状況に応じ、

かつ、適合すること、可能な限り短い期間に適用されること並びに権限のある、独

立の、かつ、公平な当局又は司法機関による定期的な審査の対象となることを確保

するものとする。当該保障は、当該措置が障害者の権利及び利益に及ぼす影響の程

度に応じたものとする。

5締約国は、乙の条の規定に従うことを条件として、障害者が財産を所合・し、又は相

続し、自己の会計を管卑し、及び銀行貸付け、低当その他の形態の金融上の信用を

利用する均等な機会を有することについての平等の権利を確保するためのすべて

の適当かつ効果的な措置をとるものとし、障害者がその財産を怒意的に奪われない

ことを確保する。

第十三条 司法手続の利用の機会

l締約国は‘障害者がすべての法的手続(担査段階その他予備的な段階を含む。)に

おいて直接及び間接の参加者(証人を含む。)として効果的な役割を果たすことを

容易にするため、手続上の配慮及び年齢に適した配慮が提供されること等により、

障害省が他の者どの平等を基礎として司法手続を利用する効果的な機会を有する

ことを確保する。

2締約国は、障害者が司法手続を利用する効果的な機会を有することを確保すること

に役立てるため、司法に係る分野に携わる者(警察官及び刑務官を含む。)に対す

る適当な研修を促進する。

第十四条 身体の自由及び安全

l締約国は、障害者に対し.他の者との平等を基礎として、次のことを健保する。

(a) 身体の自由及び安全についての権利を事有すること。

(b) 不法に文は恋意的に自由を奪われないこと、いかなる自由のはく脊も法律に従っ

て行われること及びいかなる場合においても自由のはく奪が障害の存在によって

正当化されないこと。

2締約国は、障害者がいずれの手続を通じて自由を奪われた場合であっても、当該障

害者が、他の者との平等を基礎として国際人権法による保障を受ける権利を有する

こと並びにこの条約の目的及び原則に従って取り扱われること(合理的配慮の提供

によるものを含む。)を確保する。

第十五条 拷問文は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰

からの自由

lいかなる者も‘拷問文は残虐な、非人道的な若しくは品位を傷つける取扱い若しく

は刑罰を受けない。特に、いかなる者も、その自由な同意なしに医学的文は科学的

実験を受けない。

2締約国は、障害者が、他の省との平等を基礎として、拷問又は残虐な、非人道的な

若しくは品位を傷つける取扱い若しくは刑罰を受けることがないようにするため、

すべての効果的な立法ヒ行政上‘司法 kその他の措置をとる。

第十六条 搾取、暴力及び虐待からの自由

i締約国は、家庭の内外におけるあらゆる形態の搾取、暴力及び虐待(性別に基づく

ものを含む。)から隙害者を保護するためのすべての適当な立法 k、行政上、社会
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上、教育上その他の措置をとる。

2また、締約国は、特に、障害者並びにその家族及び介護者に対する適当な形態の性

別及び年齢に配慮した接助及び支援(搾取、暴力及び虐待の事案を防止し、認識し、

及び報告する方法に関する情報及び教育を提供することによるものを含む。)を確

保することにより、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待を防止するためのすべての

適当な借置をとる。締約国は、保護事業が年齢、性別及び障害に配慮したものであ

ることを確保する。

3締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待の発生を防止するため、障害者に役

立つことを意図したすべての施設及び計画が独立した当局により効果的に監視さ

れることを確保する。

4締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力又は虐待の被害者となる障害者の身体的、認

知的及び心理的な回復、リハビリテーション強びに社会復帰を促進するためのすべ

ての適当な措置(保護事業の提供によるものを含む。)をとる。このような回復及

び復帰は、障害者の健康、福祉、自尊心、尊厳及び自律を育成する環境において行

われるものとし、性別及び年齢に応じたニーズを考慮に入れる。

5締約国は、障害者に対する搾取‘暴力及び虐待の事案が特定され、使査され、及び

適当な場合には訴追されることを確保するための効果的な法令及び政策(女子及び

児童に重点を慣いた法令及び政策を含む。)を策定する。

第十七条 個人をそのままの状態で保話すること

すべての障害者は、他の者との平等を基礎として、その心身がそのままの状態で尊重

される権利を有する。

第十八条 移動の自由及び国籍についての権利

1締約聞は、障害者に対して次のことを確保すること等により、障害者が他の者との

平等を基礎として移動の自由、居住の自由及び国籍についての権利を有することを

認める。

(a) 国籍を取得し、及び変更する権利を有すること並びにその国籍を恋意的に又は障

害に基づいて奪われないこと。

(b) 国籍に係る文書若しくは身元に係る他の文書を入手し、所有し、及び利用するこ

と又は移動の自由についての権利の行使を容易にするために必要とされる関連手

続(例えば‘出入国の手続)を利用することを、障害に基づいて奪われないこと。

(c)いずれの図(自国を含む。)からも自由に離れることができること。

(d) 自国に戻る権利を恋意的に又は障害に基づいて奪われないこと。

2障害のある児童は、出生の後直ちに登録される。障害のある児童は、出生の時から

氏名を有する権利及び岡籍を取得する縮利を有するものとし、また、できる限りそ

の父母を知り、かつ、その父母によって養育される権利を有する。

第十九条 自立した生活及び地場社会への包容

この条約の締約国は‘すべての障害者・が他の者と平等の選択の機会をもって地域社会

で生活する平等の権利を有することを認めるものとし、障害者が、この権利を完全に

享受し、並びに地域社会に完全に包容され、及び参加することを容易にするための効

果的かつ適当な借置をとる。この措置には、次のことを確保することによるものを含

む。

(a) 陣害者が、他の者との平等を基礎として、居住地を選択し、及びどこで誰と生活

するかを選択する機会を有すること並びに特定の生活施設で生活する義務を負わ

ないこと。

(b) 地域社会における生活及び地域社会への包容を支援し、並びに地域社会からの孤

立及び隔離を防止するために必要な在宅サービス、居住サービスその他の地域社会

支援サービス(個別の支援を含む。)を障害者が利用する機会を有すること。

(c) 一般住民向けの地域社会サービス及び施設が、障害者にとって他の者との平等を

基礎として利用可能であり、かつ、障害者のニーズに対応していること。

第二十条 個人の移動を容易にすること

締約国は、障害省自身ができる限り自立して移動することを容易にすることを確保す

るための効果的な措簡をとる。この措置には、次の乙とによるものを含む。

(a) 陣害者自身が、向ら選択する方法で、自ら選択する時に、かつ.負担しやすい費

用で移動することを容易にすること。

(b) 障害者が質の高い移動補助具、補装具、支援機器、人又は動物による支援及び仲

介する者を利用する機会を得やすくすること(これらを負担しやすい費用で利用可

能なものとすることを合む。)。

(c) 陣害者及び障害者と共に行動する専門職員に対し、移動のための技能に関する研

修を提供すること。

(d) 移動補助具、補装具及び支援機器を生産する事業体に対し.障害者の移動のあら

ゆる側面を考慮するよう奨励すること。

第二十一条 表現及び意見の自由並びに情報の利用の機会

締約困は、障害者が、第二条に定めるあらゆる形態の意思疎通であって自ら選択する

ものにより、表現及び意見の自由(他の者との平等を基礎として情報及び考えを求め、

受け、及び伝える自由を含む。)についての権利を行使することができることを確保

するためのすべての適当な措置をとる。この措置には、次のととによるものを含む。

(a) 陣害者に対し、様々な種類の障害に相応した利用しやすい様式及び機襟により、

適時に、かつ、追加の費用を伴わず‘一般公衆向けの情報を提供すること。

(b) 公的な活動において.手話、点字、補助的及び代替的な意思疎通並びに障害者が

自ら選択する他のすべての利用しやすい意思疎通の手段、形態及び様式を用いるこ

とを受け入れ‘及び容易にすること。

(c) 一般公衆に対してサービス(インターネットによるものを含む。)を提供する民

間の団体が情報及びサービスを障害者にとって利用しやすい文は使用可能な様式

で提供するよう要請すること。

(d) マスメディア(インターネットを通じて情報を提供する者を含む。)がそのサー
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ピスを障害者にとって利用しやすいものとするよう奨励すること。

(e) 手話の使用を認め、及び促進すること。

第二十二条 プライパシーの尊重

lいかなる障害者も、居住地又は生活施設のいかんを問わず.そのプライパシ一、家

族、住居文は通信そしの他の形態の意思疎通に対して恋意的に又は不法に干渉され

ず‘また、名誉及び信用を不法に攻撃されない。障害者は、このような干渉文は攻

撃に対する法律の保護を受ける権利を有する。

2締約国は、他の者との平等を基礎として、障害者の個人、健康及びリハビリテーシ
ョンに関する情報に係るフライパシーを保護する。

第二十三条 家庭及び家族の尊重

l締約国は、他の者との平等を基礎として、婚姻、家族.鏡子関係及び個人的な関係

に係るすべての事項に関し‘障害者に対する差別を撤廃するための効果的かつ適当

な措置をとる。この措置は.次のことを確保することを目的とする。

(a)婚姻をすることができる年齢のすべての障害者が、両当事者の自由かつ完全な合

意に基づいて婚姻をし、かっ、家族を形成する権利を認められること。

(b) 障害者が子の数及び出産の間隔を自由にかつ責任をもって決定する権利を認め

られ、また、障害告が年齢に適した情報を利用する権利並びに生殖及び家族計画に

ついて年齢に適した教育を享受する権利を認められること。さらに、障害者がとれ

らの権利を行使することを可能とするために必要な手段を提供されること。

(c) 障害者(児童を含む。)が、他の者・との平等を基礎として生殖能力を保持するこ

と。

2締約国は、子の後見、養子縁組又はこれらに類する制度が圏内法令に存在する場合

には、それらの制度に係る障害者の権利及び責任を確保する。あらゆる場合におい

て、子の最善の利益は至上である。締約国は、障害者が子の養育についての責任を

遂行するに当たり、当該障害者に対して適当な援助を与える。

3締約国は、障害のある児竜が家庭生活について平等の権利を有することを確保する。

締約国は、この権利を実現し、並びに障害のある児童の隠匿、遺棄、放置及び隔離

を防止するため、隙害のある児童及びその家族に対し、包括的な情報、サービス及

び支援を早期に提供することを約束する。

4締約国は、児童がその父母の意思に反してその父母から分離されないことを確保す
る。ただし、権限のある当局が司法の審査に従うことを条件として適用のある法律

及び手続に従いその分離が児童の最善の利益のために必要であると決定する場合

は.この限りでない。いかなる場合にも、児童は、自己の障害文は父母の一方若し

くは双方の障害に基づいて父母から分離されない。

5締約国は、近親の家族が障害のある児童を監護することができない場合には、一崩
広い範囲の家族の中で代替的な監謎を提供し、及びこれが不可能なときは、地域社

会の中で家庭的な環境により代替的な監諮を提供するようあらゆる努力を払う。

第二十四条教育

l締約国は、教育についての障害者の権利を認める。締約国は、この権利を差別なし

に.かつ、機会の均等を基礎として実現するため.障存者を包容するあらゆる段階

の教育制度及び生涯学習を確保する。当該教育制度及び空挺学習は、次のことを目

的とする。

(a) 人間の潜在能力並びに尊厳及び自己の価値についての意識を十分に発達させ.並

びに人権、基本的自由及び人間の多様性の尊重を強化すること。

(b) 障害者が、その人格、才能及び創造力並びに精神的及び身体的な能力をその可能

な最大限度まで発達させること。

(c) 陣害者が自由な社会に効果的に参加することを可能とすること。

2締約国は. 1の権利の実現に当たり、次のことを確保する。

(a) 障害者が障害に基づいて一般的な教育制度から排除されないこと及び障害のあ

る児童が障害に基づいて無償のかつ義務的な初等教育から又は中等教育から排除

されないこと。

(b)障害者が、他の者との平等を基礎として、自己の生活する地域社会において、障

害者を包容し、質が高く、かつ、無償の初等教育を享受することができること及び

中等教育を享受することができること。

(c)個人に必要とされる合理的配慮が提供されること。

(d) 障害者が、その効果的な教育を容易にするために必要な支援を一般的な教育制度

の下で受けること。

(e) 学問的及び社会的な発達を最大にする環境において、完全な包容という目標に合

致する効果的で個別化された支盛措置がとられること。

3締約国は、障害者が地域社会の構成員として教育に完全かつ平等に参加することを

容易にするため、障害者が生活する上での技能及び社会的な発達のための技能を習

得することを可能とする。このため‘締約国は‘次のことを含む適当な措置をとる。

(a) 点字、代替的な文字、意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式並びに

定位及び移動のための技能の習得並びに陣害者相互による支援及び助言を容易に

すること。

(b) 手話の習得及び盛社会の言語的な同一性の促進を容易にすること。

(c)盲人、聾者文は盲聾者(特に盲人、鐙者又は盲聾者である児童)の教育が、その

個人にとって最も適当な言語並びに意思疎通の形態及び手段で、かつ、学問的及び

社会的な発達を最大にする環境において行われるととを確保すること。

4締約国は、 lの権利の実現の確保を助長することを目的として、手話又は点字につ

いて能力を有する教員(障害のある教員を含む。)を雇用し、並びに教育に従事す

る専門家及び職員(教育のいずれの段階において従事するかを問わない。)に対す

る研修を行うための適当な措置をとる。この研修には、障害についての意識の向上

を組み入れ‘また、適当な意思疎通の補助的及び代替的な形態、手段及び様式の使

用並びに障害者を支媛するための教育技法及び教材の使用を組み入れるものとす

る。

5締約国は、障害省が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として.一般的な
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高等教育、職業訓練、成人教育及び生涯学習を亨受することができることを確保す

る。このため、締約国は、合理的配慮が障害者に提供されることを確保する。

第二十五条健康

締約国は.障害者が障害に基づく差別なしに到達可能な最高水準の健康を享受する権

利を有する乙とを認める。締約国は、障害者が性別に配慮した保健サービス(保健に

関連するリハビリテーションを含む。)を利用する機会を有することを確保するため

のすべての適当な措置をとる。締約国は、特に、次のことを行う。

(a) 障害者に対して他の者に提供されるものと同一の範囲、質及び水準の無償のXは

負担しやすい費用の保健及び保健計画(性及び生殖に係る健康並びに住民のための

公衆衛生計画の分野のものを含む。)を提供すること。

(b)障害者が特にその障害のために必要とする保健サービス(早期発見及び適当な場

合には早期関与並びに特に児童及び高齢者の新たな陣害を最小限にし、及び防止す

るためのサービスを含む。)を提供すること。

(c)これらの保健サービスを、障害者自身が属する地域社会(農村を含む。)の可能

な限り近くにおいて提供すること。

(d) 保健に従事する者に対し、特に、研修を通じて及び公私の保健に関する倫理基準

を広く知らせることによって障害者の人権、尊厳、自律及びニーズに関する意識を

高めることにより、他の者と同一の質の医療(例えば、事情を知らされた上での自

由な同窓を基礎とした医療)を障害者に提供するよう要請すること。

(e) 健康保険及び関内法により認められている場合には生命保険の提供に当たり、公

正かつ妥当な方法で行い、及び障害者に対する差別を禁止すること。

(f)保健若しくは保健サービス又は食糧及び飲料の提供に関し、陣害に基づく差別的

な拒否を防止すること。

第二十六条 ハピリテーション(適応のための技能の習得)及びリハビリテーション

1締約国は、陣害省-が、最大限の自立並びに十分な身体的、精神的、社会的及び職業

的な能力を達成し、及び維持し.並びに生活のあらゆる側而に完全に包容され、及

び参加することを達成し、及び維持することを可能とするための効果的かつ適当な

惜置(障害者相互による支援を通じたものを含む。)をとる。このため、締約国は、

特に、保健、雇用.教育及び社会に係るサービスの分野において、ハビリテーショ

ン及びリハビリテーションについての包括的なサービス及びプログラムを企画し、

強化し.及び鉱強する。この場合において、これらのサービス及びプログラムは、

次のようなものとする。

(a) 可能な限り初期の段階において開始し、並びに個人のニーズ及び長所に関する学

際的な評価を基礎とするものであること。

(b) 地域社会及び社会のあらゆる側面への参加及び包容を支援し、自発的なものであ

り、並びに障害者自身が属する地域社会(農村を含む。)の可能な限り近くにおい

て利用可能なものであること。

2締約国は、ハピリテーション及びリハビリテーションのサービスに従事する専門家

及び職員に対する初期研修及び継続的な研修の充実を促進する。

3締約国は、障害者のために設計された補装具及び支援機器であって、ハピリテーシ

ョン及びリハビリテーションに関連するものの利用可能性、知識及び使用を促進す

る。

第二十七条 労働及び雇用

l締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として労働についての権利を有すること

を認める。この権利には、障害者に対して開放され.障害者を包容し、及び障害者

にとって利用しやすい労働市場及び労働環境において、障害者が自由に選択し、文

は承諾する労働によって生計を立てる機会を有する権利を含む。締約国は、特に次

のことのための適当な情置(立法によるものを含む。)をとることにより、労働に

ついての障害者(雇用の過程で障害を有することとなった者を含む。)の権利が実

現されるととを保障し.及び促進する。

(a) あらゆる形態の雇用に係るすべての事項(募集、採用及び雇用の条件、雇用の継

続、昇進並びに安全かつ健康的な作業条件を含む。)に関し、障害に基づく差別を

禁止すること。

(b) 他の者との平等を基礎として、公正かつ良好な労働条件(均等な機会及び同一価

値の労働についての同一報酬を含む。)、安全かつ健康的な作業条件(嫌がらせから

の保護を合む。)及び苦情に対する救済についての陣害占・の権利を保捜すること。

(c)障害者が他の者との平等を基礎として労働及び労働組合についての権利を行使

することができることを棺保すること。

(d)障害者が技術及び臓業の指導に関する一般的な計l司、職業紹介サービス並びに職

業訓練及び継続的な訓練を利用する効果的な機会を有することを可能とすること。

(e) 労働市場において障害者の雇用機会の増大を凶り、及びその昇進を促進すること

並びに職業を求め、これに就き、これを継続し、及びこれに復帰する際の支援を促

進すること。

(f)自営活動の機会、起業家精神、協同組合の発展及び自己の事業の開始を促進する

こと。

(g) 公的部門において障害者を雇用すること。

(h) 適当な政策及び措置(積極的差別是正措置、奨励措置その他の措置を合めること

ができる。)を通じて、民間部門における障害者の雇用を促進すること。

0)職場において合理的配慮が障害者に提供ざれることを確保すること。

(j)聞かれた労働市場において障害者が職業経験を得ることを促進すること。

(k)障害者の職業リハビリテーション、職業の保持及び職場復帰計画を促進すること。

2締約国は、障害者が、奴隷の状態又は隷属状態に置かれないこと及び他の者との平
等を基礎として強制労働から保護されることを確保する。

第二十八条椙当な生活水準及び社会的な保障

l締約国は、障害者が、自己及びその家族の相当な生活水準(相当な食糧、衣類及び

住居を含む。)についての厳利並びに生活条件の不断の改善についての栴利を有す
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ることを認めるものとし、障害に基づく差別なしにこの権利を実現することを保障

し、及び促進するための適当な措置をとる。

2締約国は、社会的な保障についての障害者の権利及び障害に基づく差別なしにこの

権利を享受することについての障害者の権利を認めるものとし.この権利の実現を

保障し、及び促進するための適当な措置をとる。この措置には、次のことを確保す

るための措置を含む。

(a) 陣害者が清浄な水のサービスを利用する均等な機会を有し、及び障害者が陣害に

関連するニーズに係る適当なかっ費用の負担しやすいサービス、補装具その他の援

助を利用する機会を有すること。

(b) 障害者(特に、障害のある女子及び高齢者)が社会的な保陣及び貧困削減に関す

る計画を利用する機会を有すること。

(c)貧困の状況において生活している障害者及びその家族が障害に関連する費用に

ついての国の援助(適当な研修、カウンセリング、財政的援助及び介護者の休息の

ための一時的な介護を含む。)を利用する機会を有すること。

(d) 障害者が公営住宅計画を利用する機会を有すること。

(e) 障害者が退臓に伴う給付及び計画を利用する均等な機会を有すること。

第二十九条 政治的及び公的活動への参加

締約国は、障害者に対して政治的権利を保障し、及び他の者との平等を基礎としてと

の縮利を享受する機会を保障するものとし、次のことを約束する。

(a) 特に次のことを行うことにより、障害者が、直接に、又は自由に選んだ代表者を

通じて、他の者との平等を基礎として、政治的及び公的活動に効果的かつ完全に参

加することができること(障害者が投票し、及び選挙される権利及び機会を含む。)

を確保すること。

(i)投票の手続、設備及び資料が適当な及び利用しやすいものであり、並びにその

理解及び使用が容易であることを確保すること。

(ii)適当な場合には支援機器及び新たな機器の使用を容易にするととにより、障

害者が、選挙及び国民投票において脅迫を受けることなく秘密投票によって投票

し、選挙に立候補し、並びに政府のあらゆる段階において実質的に在職し、及び

あらゆる公務を遂行する権利を保護すること。

(iii)選挙人としての陣害者の意思の自由な表明を保障すること。このため.必要

な場合には、障害者の要請に応じて、当該障害者により選択される者が投票の際

に援助することを認めること。

(b) 障害者が、差別なしに、かつ、他の者との平等を基礎として、政治に効果的かっ

完全に参加することができる環境を積極的に促進し、及び政治への障害者の参加を

奨励すること。政治への参加には、次のことを含む。

(j)国の公的及び政治的活動に関係のある非政府機関及び非政府団体に参加し、並

びに政党の活動及び運営に参加すること。

(ji)国際、閏内、地域及び地方の各段階において障害者を代表するための障害者

の組織を結成し、並びにこれに参加すること。

第三十条 文化的な生活、レクリエーション、余暇及びスポーツへの参加

l締約国は、障害者が他の者との平等を基礎として文化的な生活に参加する権利を認

めるものとし、次のととを確保するためのすべての適当な措置をとる。

(a) 障害者が、利用しやすい様式を通じて、文化的な作品を享受する機会を有すると

と。

(b) 障害者が、利用しやすい様式を通じて、テレビジョン昏組、映剛、演劇その他の

文化的な活動を享受する機会を有すること。

(c)障害者が、文化的な公演文はサービスが行われる場所(例えば、劇場、博物館、

映画館、図書館、観光サービス)を利用する機会を有し、並びに自国の文化的に重

要な記念物及び遺跡を享受する機会をできる限り有すること。

2締約国は.障害者が、自己の利益のためのみでなく、社会を豊かにするためにも、

自己の創造的、芸術的及び知的な潜在能力を開発し、及び活用する機会を有するこ

とを可能とするための適当な措置をとる。

3締約国は、国際法に従い、知的財産権を保護する法律が、障害者が文化的な作品を

事受する機会を妨げる不当な又は莱別的な障壁とならないことを確保するための

すべての適当な措置をとる。

4陣害者は、他の者との平等を基礎として、その独向の文化的及び言語的な阿ー性(手

話及び聾文化を含む。)の承認及び支持を受ける権利を有する。

s締約国は、障害者が他の者との平等を基礎としてレクリエーション.余暇及びスポ
ーツの活動に参加することを可能とすることを同的として、次のことのための適当

な措置をとる。

(a)障害者があらゆる水準の一般のスポーツ活動に可能な限り参加することを奨励

し、及び促進するととa

(b) 障害者が障害に応じたスポーツ及びレクリエーションの活動を組織し、及び発展

させ‘並びにこれらに参加する機会を有することを確保すること。このため、適当

な指導、研修及び資源が他の者との平等を基礎として提供されるよう奨励すること。

(c)障害者がスポーツ、レクリエーション及び観光の場所を利用する機会を有するこ

とを確保すること。

(d) 障害のある児童が遊び、レクリエーション、余暇及びスポーツの活動(学校制度

におけるこれらの活動を含む。)への参加について他の児童と均等な機会を有する

ことを確保すること。

(e) 障害者がレクリエーション、観光.余暇及びスポーツの活動の企画に関与する者

によるサービスを利用する機会を有するととを確保すること。

第三十一条統計及び資料の収集

l締約国は、この条約を実現するための政策を立案し、及び実施することを可能とす

るための適当な情報(統計資料及び研究資料を含む。)を収集することを約束する。

この情報を収集し、及び保存する過程においては、次のことを満たさなければなら

ない。
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(a) 障害者の秘需の保持及びプライパシーの尊重を確保するため、法令に定める保障

措置(資料の保護に関する法令を含む。)を道守すること。

(b) 人権及び基本的自由を保護するための国際的に受け入れられた規範並びに統計

の収集及び利用に関する倫理上の原則を遵守すること。

2この条の規定に従って収集された情報は、適宜分額されるものとし‘この条約に基

づく締約国の義務の履行の評価に役立てるために、波びに障害者がその権利を行使

する際に直而する障壁を特定し、及び当該障壁に対処するために利用される。

3締約国は、これらの統計の普及にコいて責任を負うものとし、これらの統計が障害

者及び他の者にとって利用しやすいことを確保する。

第三十二条国際協力

l締約国は、この条約の目的及び趣旨を実現するための自国の努力を支援するために

同際協力及びその促進が重要であることを認識し、この点に関し、国家聞において

並びに適当な場合には関連のある国際的及び地域的機関並びに市民社会(特に障害

者の組織)と連携して、適当かつ効果的な借置をとる。これらの措置には、特に次

のことを含むことができる。

(a) 国際協力(国際的な開発計画を含む。)が.障害者を包容し、かつ、障害者にと

って利用しやすいものであることを確保すること。

(b) 能力の開発(情報、経験、研修計幽及び最良の実例の交換及び共有を通じたもの

を含む。)を容易にし、及び支援すること。

(c)研究における協力を容易にし、並びに科学及び技術に関する知識を利用する機会

を得やすくすること。

(d)適当な場合には、技術観助及び経済援助(利用しやすい支援機器を利用する機会

を得やすくし、及びこれらの機器の共有を容易にすることによる接助並びに技術移

転を通じた援助を含む。)を提供すること。

2この条の規定は、この条約に基づく義務を履行する各締約国の義務に影響を及ぼす

ものではない。

第三十三条 圏内における実施及び監視

l締約国は.自国の制度に従い、この条約の実施に関連する事項を取り扱うー又は二

以上の中央連絡先を政府内に指定する。また、締約国は、異なる部門及び段階にお

ける関連のある活動を答易にするため、政府内における調整のための仕組みの設置

又は指定に十分な考慮を払う。

2締約国は、自国の法律上及び行政上の制度に従い、この条約の実施を促進し、保護

し、及び監視するための枠組み(適当な場合には、-)(は二以上の独立した仕組み

を含む。)を自圏内において維持し、強化し、指定し、又は設慣する。締約国は、

このような仕組みを指定し、又は設置する場合には、人権の保趨及び促進のための

圏内機構の地位及び役割jに関する原則を考慮に入れる。

3市民社会(特に、障害者及び障害者を代表する同体)は、監視の過程に十分に関与

し‘かつ、参加する。

第三十四条 障害者の権利に関する委員会

l障害者の権利に関する委員会(以下「委員会lという。)を設置する。委員会は、

以下に定める任務を遂行する。

2委員会は、この条約の効力発生の時は十二人の専門家で構成する。効力発生の時の

締約国に加え更に六十の国がこの条約を批准し、又はこれに加入した後は、委員会

の委員の数を六人用加させ、 i二限で・ある十八人とする。

3委員会の委員は‘個人の資格で職務を遂行するものとし、徳望が高く、かつ、この

条約が対象とする分野において能力及び経験を認められた者とする。締約国は、委

員の候補者を指名するに当たり、第四条3の規定に十分な考慮を払うよう要請され

る。

4委員会の委員については、締約国が、委員の配分が地理的に衡平に行われるとと.

異なる文明形態及び主要な法体系が代表されること、男女が衡平に代表されること

並びに障害のある専門家が参加することを考慮に入れて選出する。

S委員会の委員は、締約国会議の会合において、締約国により当該締約問の国民の中
から指名された占・の名簿の中から秘密投票により選出される。締約国会議の会合は、

締約国の三分の二をもって定足数とする。これらの会合においては‘出席し、かつ.

投票する締約国の代表によって投じられた粟の最多数で.かつ、過半数の票を得た

者をもって委員会に選出された委員とする。

6委員会の委員の最初の選挙は、この条約の効力発生の日の後六箇月以内に行う。国

際連合事務総長は.委員会の委員の選挙の日の遅くとも四簡月前までに、締約国に

対し、自国が指名する者の氏名を二筒月以内に提出するよう書簡で要請する。その

後.同事務総長は、指名された者のアルファベット願による名簿(これらの者を指

名した締約国名を表示した名簿とする。)を作成し、この条約の締約同に逆付する。

7委員会の委員は、四年の任期で選出される。委員は、一回のみ再選される資格を有

する。ただし‘最初の選挙において選出された委員のうち六人の委員の任期は、二

年で終了するものとし.これらの六人の委員は、最初の選挙の後直ちに、 5に規定
する会合の議長によりくじ引で選ばれる。

8委員会の六人の追加的な委員の選挙は、この条の関連規定に従って定期選挙の際に

行われる。

9委員会の委員が死亡し、辞任し、又は他の理由のためにその臓務を遂行することが

できなくなったことを宣言した場合には.当該委員を指名した締約国は.残余の期

間その臓務を遂行する他の専門家であって、資格を有し、かつ.この条の関連規定

に定める条件を満たすものを任命する。

10委員会は、その手続規則を定める。

11国際連合事務総長は、委員会がこの条約に定める任務を効果的に遂行するために

必要な職員及び便益を提供するものとし、委員会の最初の会合を招集する。

12この条約に基づいて設置される委員会の委員は、国際連合総会が委員会の任務の

重要性を考慮して決定する条件に従い、同総会の承認を得て、国際連合の財源から

報酬を受ける。
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13委員会の委員は、国際連合の特権及び免除に関する条約の関連規定に規定する国

際連合のための職務を遂行する専門家の便益、特権及び免除を享受する。

第三十五条 締約国による報告

l各締約同は、この条約に基づく義務を履行するためにとった措置及びこれらの措置

によりもたらされた進歩に関する包括的な報告を、乙の条約が自国について効力を

生じた後二年以内に国際連合事務総長を通じて委員会に提出する。

2その後、締約聞は、少なくとも四年ごとに、更に委員会が要請するときはいつでも、

その後の報告を提出する。

3委員会は、報告の内容について適用される指針を決定する。

4委員会に対して包括的な鼠初の報告を提出した締約国は、その後の報告においては‘
既に提供した情報を繰り返す必要はない。締約国は、委員会に対する報告を作成す

るに当たり.公開され、かつ、透明性のある過程において作成するととを検討し、

及び第四条3の規定に十分な考慮を払うよう要請される。

S報告には‘この条約に基づく義務の履行の程度に影響を及ぼす要因及び困難を記載

することができる。

第三十六条報告の検討

l委員会は、各報告を検討する。委員会は、当該報告について.適当と認める提案及

ぴ一般的反性格を有する勧告を行うものとし、これらの提案及び・般的な性格を有

する勧告を関係締約国に送付する。当該関係締約国は、委員会に対し、自国が選択

する情報を提供することにより回答することができる。委員会は、この条約の実施

に関連する追加の情報を当該関係締約国に要請することができる。

2いずれかの締約同による報告の提出が著しく遅延している場合には、委員会は、委

員会にとって利用可能な信頼し得る情報を基礎として当該締約同におけるこの条

約の実施状況を審査することが必要であることを当該締約国に通報することがで

きる。ただし、この審査は、関連する報告がその通報の後三箇月以内に提tUされな

い場合にのみ行われる。委員会は‘当該締約国がその審査に参加するよう要請する。

当該締約国が関連する報告を提出することにより回答する場合には、 lの規定を適

用する。

3国際連合事務総長は、 lの報告をすべての締約国が利用することができるようにす

る。

4締約国は、 lの報告を自国において公衆が広く利用することができるようにし、こ

れらの報告に関連する提案及び一般的な性格を有する勧告を利用する機会を得や

すくする。

5委員会は、適当と認める場合には、締約国からの報告に記載されている技術的な助

言若しくは援助の要請又はこれらの必要性の記載に対処するため、これらの要請又

は必要性の記載に関する委員会の見解及び勧告がある場合には当該見解及び勧告

とともに、国際連合の専門機関、基金及び計画その他の権限のある機関に当該報告

を送付する。

第三十七条 締約固と委員会との聞の協力

l各締約問は、委員会と協力するものとし、委員の任務の遂行を支接する。

2委員会同.締約国との関係において‘この条約の実施のための当該締約国の能力を

向上させる方法及び手段(国際協力を通じたものを含む。)に十分な考慮を払う。

第三十八条 委員会と他の機関との関係

この条約の効果的な尖施を促進し、及びこの条約が対象とする分野における国際協力

を奨励するため、

(a) 専門機関その他の国際連合の機関は、その任務の範囲内にある事項に関するこの

条約の規定の実施についての検討に際し、代表を出す権利を有する。委員会は、適

当と認める場合には、専門機関その他の権限のある機関に対し、これらの機関の任

務の範囲内にある事項に関するこの条約の実施について専門家の助言を提供する

よう要請することができる。委員会は、専門機関その他の悶際連合の機関に対し、

これらの機関の任務の範囲内にある事項に関するとの条約の実施について報告を

提出するよう要請する乙とができる。

(b) 委員会は、その任務を遂行するに当たり、それぞれの報告に係る指針、提案及び

一般的な性格を有する勧告の整合性を確保し、並びにその任務の遂行における重複

を避けるため、適当な場合には、人権に関する国際条約によって設置された他の関

連する組織と協議する。

第三十九条委員会の報告

委員会は、その活動につき二年ごとに国際連合総会及び経済社会理事会に報告するも

のとし、また、締約国から得た報告及び情報の検討に基づく提案及び一般的な性格を

有する勧告を行うことができる。これらの提案及び一般的な性格を有する勧告は、締

約固から意見がある場合にはその怠見とともに.委員会の報告に記載する。

第四十条締約国会議

1締約国は、この条約の実施に関する事項を検討するため、定期的に締約国会議を開

催する。

2締約国会議は、この条約が効力を生じた後六箇月以内に国際連合事務総長が招集す

る。その後の締約国会議は、二年ごとに又は締約国会議の決定に基づき同事務総長

が招集する。

第四十一条寄託者

この条約の寄託者は、国際連合事務総長とする。

第四十二条署名

この条約は、二千七年三月三十日から、ニューヨークにある国際連合本部において、

すべての図及び地域的な統合のための機関による署名のために開放しておく。
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第四十三条拘束されることについての同意

この条約は、署名国によって批准されなければならず、また、署名した地域的な統合

のための機関によって正式確認されなければならない。この条約は、これに署名して

いない国及び地域的な統合のための機関による加入のために開放しておく。

第四十四条地域的な統合のための機関

1 r地域的な統合のための機関Jとは、特定の地域の主権国家によって構成される機
闘であって、この条約が規律する事項に関してその構成固から権限の委譲を受けた

ものをいう。地域的な統合のための機関は、この条約の規律する事項に関するその

権限の範囲をこの条約の正式確認書又は加入書において宣百する。その後.当該機

関は、その権限の範聞の実質的な変更を寄託占iこ通報する。

2この条約において「締約国Jについての規定は、地域的な統合のための機関の縮限

の範囲内で当該機関について適用する。

3次条 l並びに第四十七条2及び3の規定の適用上、地域的な統合のための機関が寄

託する文書は、これを数に加えてはならない。

4地域的な統合のための機関は、その権限の範囲内の事項について、この条約の締約

国であるその構成闘の数と同数の票を締約国会議において投ずる権利を行使する

ことができる。当該機関は、その構成図が自国の投粟権を行使する場合には、投票

権を行使してはならない。その逆の場合も、同様とする。

第四十五条効力発生

lこの条約は、二十番目の批准詩文は加入書が寄託された後二三十日目の日に効力を生

ずる。

2この条約は、二十番目の批准番又は加入書が寄託された後にこれを批准し.若しく

は正式確認し、文はこれに加入する国又は地域的な統合のための機関については、

その批准書、正式確認書文は加入書の寄託の後三十日日の日に効力を生ずる。

第四十六条留保

lこの条約の趣旨及び目的と両立しない留保は、認められない。

2留保は、いつでも撤回する乙とができる。

第四十七条改正

lいずれの締約国も、この条約の改正を提案し、及び改正案を国際連合事務総長に提

出することができる。同事務総長は、締約国に対し、改正案を送付するものとし、

締約固による改正案の審議及び決定のための締約国の会議の開催についての賛否

を通報するよう要請する。その送付の日から四筒月以内に締約国の三分の一以1:が

会議の開催に賛成する場合には、同事務総長は、同際連合の主催の下に会議を招集

する。会議において出席し、かつ、投票する締約国の三分のこ以上の多数によって

採択された改正案は、同事務総長により、承認のために国際連合総会に送付され、

その後受諾のためにすべての締約閑に送付される。

2 Iの規定により採択され、かつ、承認された改正は.当該改正の採択の日における

締約国の二三分のこ以上が受諾書を寄託した後三十日円の目に効力を生ずる。その後

は、当該改正は、いずれの締約問についても、その受諾番の寄託の後三十日目の日

に効力を生ずる。改正は、それを受諾した締約国のみを拘束する。

3締約国会議がコンセンサス方式によって決定する場合には、 lの規定により採択さ

れ、かつ.承認された改正であって、第三十阿条及び第三|・八条から第四卜条まで

の規定にのみ関連するものは、当該改正の採択の円における締約国のさ分の三以七

が受諾書を寄託した後三十日目の日にすべての締約固について効力を生ずる。

第四十八条廃棄

締約国は、国際連合事務総長に対して書面による通告を行うことにより、この条約を

廃棄することができる。廃棄は、同事務総長がその通告を受領した日の後一年で効力

を生ずる。

第四十九条利用しやすい様式

この条約の本文は、利用しやすい様式で提供される。

第五十条正文

この条約は.アラビア語.中国語、英語、フランス語、ロシア語及びスペイン語をひ

としく正文とする。

以上の証拠として、下名の全権委員は、各自の政府から正当に委任を受けてとの条約

に署名した。



資料2

陣審者革本法(昭和田十五年法律第八十四号)

目次

第一章総則(第一条一第十三条)

第二章障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策(第十四条ー第三十条)

第三章障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策(第三十一条)

第四章障害者政策蚕員会等(第三十二条ー第三十六条)

附則

第一章総則

(目的)

第一条この法律は、全ての国民が、障害の有無にかかわ6ず、等しく基本的人権を享有す

るかけがえのない個人として噂置されるものであるとの理念にのっとり、全ての国民が、

障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊置し合いなが6共生

する社会を実現するため、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策に関し、基本

原則を定め、及び園、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、障害者の自立及ぴ

社会参加の支援等のための施策の基本となる事項を定めること等により、障害者の自立及

び社会参加の支援等のための施策を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。

(定義)

第二条この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによるo

一障害者身体障害、知的障害、精神障害(発遼障害を含む。)その他の心身の機能の障

害(以下「障害」と総称する。)がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に

日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。

二社会的障壁障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような

社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものをいう。

(地域社会にお付る共生等)

第三条第一条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本

的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜ6れ、その尊厳にふさわしい生活を保障さ

れる権利を有することを前提としつつ、次に掲げる事項を旨として図§れなければならな

。
‘‘. 
1
h
v
 

一全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あ6ゆる分野の活動

に参加する機会が確保されること。

ニ全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、

地域社会において他の人々と共生することを妨げられないこと。

三全て障害者は、可能な限り、言語(手話を含む。)その他の意思疎通のための手段につ

いての選択の機会が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選

択の機会の拡大が図られること。

(差別の禁止)

第四条何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵
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害する行為をしてはならない。

2社会的障壁の除去は、ぞれを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う

負担が過重でないときは、ぞれを怠ることによって前項の規定に違反することとな6ない

よう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。

3国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当

該行為の防止を図るために必要となる情報の収集、盤理及び提供を行うものとする。

(国際的協調)

第五条第一条に規定する社会の実現は、そのための施策が国際社会における取組と密接な

関係を有していることに鑑み、国際的協調の下に図§れなければならない。

(園及び地方公共団体の責務)

第六条園及ぴ地方公共団体は、第一条に規定する社会の実現を図るため、前三条に定める

基本原則(以下「基本原則」という。)にのっとり、障害者の自立及び社会参加の支援等

のための施策を総合的かつ計画的に実施する責務を有する。

(国民の理解)

第七条国及ぴ地方公共団体は、基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を講

じなければな6ない。

(国民の責務)

第八条国民は、基本原則にのっとり、第一条に規定する社会の実現に寄与するよう努めな

付ればならない。

(障害者週間)

第九条国民の聞に広く基本原則に関する関心と理解を深めるとともに、障害者が社会、経

済、文化その他あ6ゆる分野の活動に参加することを促進するため、障害者週間を設ける。

2障害者週間は、十二月三日か6十二月九日までの一週間とする。

3国及び地方公共団体以、障害者の自立及び社会参加の支援等に関する活動を行う民聞の

団体等と相互に緊密な連携協力を図りなが6、障害者週間の趣旨にふさわしい事業を実施

するよう努めなければならない。

(施策の基本方針)

第十条障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策は、障害者の性別、年齢、障害の

状態及び生活の実態に応じて、かつ、有機的連携の下に総合的に、策定され、及び実施さ

れなければな6ない。

2国及ぴ地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を講ずるに当

たっては、障害者その他の関係者の意見を聴き、その意見を尊重するよう努めなければな

らない。

(障害者基本計画等)

第十一条政府は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画(以下「障害者基本計画J と

いう。)を策定しなければな6ない。

2都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県における障害者の状

況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に闘する基本的な計画(以下「都
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道府県障害者計画Jという。)を策定しな付ればならない。

3市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、

当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に

関する基本的な計画(以下「市町村障害者計画Jという。)を策定しなければな6ない。

4内閣総理大臣は、関係行政機関の長に協議するとともに、障害者政策愛員会の意見を聴

いて、障害者基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。

5都道府県は、都道府県障害者計画を策定するに当たっては、第三十六条第一項の合議制

の機関の意見を聴かなければな6ない。

6市町村は、市町村障害者計画を策定するに当たっては、第三十六条第四項の合強制の機

関を設置している場合にあってはその意見を、その他の場合にあっては障害者その他の関

係者の意見を聴かなければな6ない。

7政府は、障害者基本計画を策定したときは、これを国会に報告するとともに、その要旨

を公表しなければならない。

8第二項文は第三項の規定により都道府県障害者計画又は市町村障害者計画が策定され

たときは、都道府県知事文は市町村長は、これを当該都道府県の議会文は当該市町村の議

会に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。

9第四項及び第七項の規定は障害者基本計画の変更について、第五項及び前項の規定は都

道府県障害者計画の変更について、第六項及び前項の規定は市町村障害者計画の変更につ

いて準用する。

(法制上の措置等)

第十二条政府は、この法律の目的を達成するため、必要な法制上及ぴ財政上の措置を講じ

なければならない。

(年次報告)

第十三条政府は、毎年、国会に、障害者のために講じた施策の概況に関する報告書を提出

しなければならない。

第二章障害者の自立及び社会参加の支援等のための基本的施策

(医療、介護等)

第十四条国及び地方公共団体は、障害者が生活機能を回復し、取得し、又は維持するため

に必要な医療の給付及びリハビリテーシヨンの提供を行うよう必要な施策を講じなければ

ならない。

2国及ぴ地方公共団体は、前項に規定する医療及びリハビリテーシヨンの研究、開発及び

普及を促進しなければならない。

3国及び地方公共団体は、障害者が、その性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じ、

医療、介護、保健、生活支援その他自立のための適切な支援を受付6れるよう必要な施策

を講じなければな§ない。

4国及び地方公共団体は、第一項及び前項に規定する施策を講ずるために必要な専門的技

術職員その他の専門的知識又は技能を有する職員を育成するよう努めなければな§ない。

5園及び地方公共団体は、医療若しくは介護の給付又はリハビリテーシヨンの提供を行う
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に当たっては、障害者が、可能な限りその身近な場所においてこれらを受け6れるよう必

要な施策を講ずるものとするほか、その人権を十分に尊童しなければならない。

6国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者補助犬の給付又は貸与その他障害者が

日常生活及び社会生活を営むのに必要な施策を講じなければならない。

7国及び地方公共団体は、前項に規定する施策を講ずるために必要な福祉用具の研究及び

開発、身体障害者補助犬の育成等を促進しなければならない。

(年金等)

第十五条国及ぴ地方公共団体は、障害者の自立及び生活の安定に資するため、年金、手当

等の制度に闘し必要な施策を講じなければならない。

(教育)

第十六条園及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能:JJに応じ、かつ、その特性を

踏まえた十分な教育が受け6れるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒

が障害者でない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方

法の改普及び充実を図る等必要な施策を講じなければならない。

2園及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である児童及び生徒並びに

その保護者に対し十分な情報の提供を行うとともに、可能な限りその意向を尊重しなけれ

ばな6ない。

3国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交

流及び共同学習を積極的に進めることによって、その相互理解を促進しなければな告ない。

4国及ぴ地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並ぴに人材の確保及び資質

の向上、適切な教材等の提供、学校施設の整備その他の環境の盤備を促進しなければなら

ない。

(療育)

第十七条園及ぴ地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限りその身近な場所におい

て療育その他これに関連する支援を受けられるよう必要な施策を講じなければな6ない。

2園及び地方公共団体は、療育に闘し、研究、開発及び普及の促進、専門的知識又は技能

を有する職員の育成その他の環境の盤備を促進しなければならない。

(職業相談等)

第十八条国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊軍しつつ、障害者がその能

力に応じて適切な職業に従事することができるようにするため、障害者の多援な就業の機

会を確保するよう努めるとともに、個々の障害者の特性に配慮した職業相談、職業指導、

職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策を講じなければならない。

2園及び地方公共団体は、障害者の多様な就業の機会の確保を図るため、前項に規定する

施策に関する調査及ぴ研究を促進しなければならない。

3国及ぴ地方公共団体は、障害者の地域社会における作業活動の場及び障害者の職業訓練

のための施設の拡充を図るため、これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなけれ

ばな6ない，

(雇用の促進等)

第十九条園及び地方公共団体は、国及び地方公共団体並びに事業者における陣害者の雇用
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を促進するため、障害者の優先雇用その他の施策を講じなければならない。

2事業主は、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を

確保するとともに、個々の障害者の特性に応じた適正な雇用管理を行うことによりその雇

用の安定を図るよう努めなければならない。

3国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主に対して、障害者の雇用のための経済

的負担を軽減し、もってその雇用の促進及び継続を図るため、障害者が雇用されるのに伴

い必要となる施設又は設備の盤備等に要する費用の助成その他必要な施策を講じなければ

ならない。

(住宅の確保)

第二十条園及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安定した生活を営むことがで

きるようにするため、障害者のための住宅を確保し、及び障害者の日常生活に適するよう

な住宅の整備を促進するよう必要な施策を講じなければな6ない。

(公共的施設のバリアフリー化)

第二十一条国及び地方公共団体は、障害者の利用の便宜を図ることによって障害者の自立

及び社会参加を支援するため、自6設置する官公庁施設、交通施設(車両、船舶、航空機

等の移動施設を含む。次項において同じ。)その他の公共的施設について、障害者が円滑

に利用できるような施設の構造及び設備の盤備等の計画的推進を図らなければならない。

2交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図ることによ

って障害者の自立及び社会参加を支援するため、当該公共的施設について、障害者が円滑

に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の計画的推進に努めなければならない。

3国及び地方公共団体は、前二項の規定により行われる公共的施設の構造及び設備の整備

等が総合的かっ計画的に推進されるようにするため、必要な施策を講じなければな§ない。

4園、地方公共団体及び公共的施設を設置する事業者は、自ら設置する公共的施設を利用

する障害者の補助を行う身体障害者補助犬の同伴について障害者の利用の便宜を図6なけ

ればな§ない。

(情報の利用におけるバリアフリー化等)

第二十二条国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、

その意思を表示し、並びに他人との意思疎通を図ることができるようにするため、障害者

が利用しやすい電子計算機及びその関連装置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放

送の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者に対して情報を提供する施設の藍備、

障害者の意思疎通を仲介する者の養成及ぴ派遣等が図6れるよう必要な施策を講じなけれ

ばならない。

2国及び地方公共団体は、災害その他非常の事態の場合に障害者に対しその

安全を確保するため必要な情報が迅速かつ的確に伝え6れるよう必要な施策を講ずるもの

とするほか、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進に当たっては、

障害者の利用の便宜が図6れるよう特に配慮しなければならない。

3電気通信及ぴ放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びその関

連装置その他情報通信機器の製造等を行う事業者は、当該役務の提供又は当該機器の製造

等に当たっては、障害者の利用の便宜を図るよう努めな付ればな6ない。
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(相談等)

第二十三条国及び地方公共団体は、障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、障害者及びぞ

の家族その他の関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護

等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるようにしなければならないE

2園及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者か6の各種の相談に総合的

に応ずることができるようにするため、関係機関相互の有機的連携の下に必要な相談体制

の盤備を図るとともに、障害者の家族に対し、障害者の家族が互いに支え合うための活動

の支援その他の支援を適切に行うものとする。

(経済的負担の軽減)

第二十四条国及び地方公共団体は、障害者及び障害者を扶養する者の経済的負担の軽減を

図り、又は障害者の自立の促進を図るため、税制上の措置、公共的施設の利用料等の減免

その他必要な施策を講じなければならないー

(文化的諸条件の盤備等)

第二十五条国及ぴ地方公共団体は、障害者が円滑に文化芸術活動、スポーツ又はレクリ工

ーシヨンを行うことができるようにするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化芸

術、スポーツ等に関する活動の助成その他必要な施策を講じなければならない。

(防災及び防犯)

第二十六条園及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安全にかつ安心して生活を

営むことができるようにするため、障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応

じて、防災及び防犯に闘し必要な施策を講じなければならない。

(消費者としての障害者の保護)

第二十七条国及ぴ地方公共団体は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られ

るようにするため、適切な方法による情報の提供ぞの他必要な施策を講じなければならな

い。

2事業者は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図6れるようにするため、適

切な方法による情報の提供等に努めなければならない。

(選挙等における配慮)

第二十八条国及ぴ地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる選挙、国

民審査又は投票において、障害者が円滑に投票できるようにするため、投票所の施設又は

設備の盤備その他必要な施策を講じなければな6ない。

(司法手続における配慮等)

第二十九条園又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件若しくは少年の保護事件に関する

手続その他これに準ずる手続の対象となった場合又は裁判所における民事事件、家事事件

若しくは行政事件に闘する手続の当事者ぞの他の関係人となった場合において、障害者が

その権利を円滑に行使できるようにするため、個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手

段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対する研修その他必要な施策を講じなけ

ればな6ない。

(国際協力)

第三十条国は、障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策を国際的協調の下に推進
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するため、外国政府、国際機関又は関係団体等との情報の交換その他必要な施策を講ずる

ように努めるものとする。

第三章障害の原因となる傷病の予防に関する基本的施策第三十一条園及び地方公共団体

は、障害の原因となる傷病及びその予防に関する調査及び研究を促進しな付ればならない。

2国及び地方公共団体は、障害の原因となる傷病の予防のため、必要な知識の普及、母子

保健等の保健対策の強化、当該傷病の早期発見及び早期治療の推進その他必要な施策を講

じなければならない。

3国及び地方公共団体は、障害の原因となる難病等の予防及び治療が困難であることに鑑

み、障害の原因となる難病等の調査及び研究を推進するとともに、難病等に係る障害者に

対する施策をきめ細かく推進するよう努めなければな§ない。

第四章障害者政策委員会等

(障害者政策委員会の設置)

第三十二条内閣府に、障害者政策委員会(以下「政策餐員会J という。)を置く。

2政策蚕員会は、次に掲げる事務をつかさどる。

一障害者基本計画に闘し、第十一条第四項(同条第九項において準用する場合を含む。

に規定する事項を処理すること白

ニ前号に規定する事項に闘し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣又

は関係各大臣に対し、意見を述べること。

三障害者基本計画の実施状況を監視し、必要があると認めるときは、内閣総10

理大臣又は内閣総理大臣を通じて関係各大臣に勧告すること。

3内閣総理大臣又は関係各大臣は、前項第三号の規定による勧告に基づき講じた施策につ

いて政策委員会に報告しな付ればな6ない白

(政策愛員会の組織及び運営)

第三十三条政策委員会は、委員三十人以内で組織する。

2政策委員会の委員は、障害者、障害者の自立及ぴ社会参加に関する事業に従事する者並

びに学識経験のある者のうちか6、内閣総理大臣が任命する。

この場合において、委員の構成については、政策委員会が様々な障害者の意見を聴き障害

者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければなら

ない。

3政策蚕員会の委員は、非常勤とする。

第三十四条政策委員会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係

行政機関の長に対し、資料の提出、意見の表明、説明その他必要な協力を求めることがで

きる。

2政策委員会は、その所隼事務を遂行するため特に必要があると認めるときは、前項に規

定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。

第三十五条前二条に定めるもののほか、政策委員会の組織及び運蛍に関し必要な事項拡、

政令で定める。
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(都道府県等にお付る合議制の機関)

第三十六条都道府県(地方自治法(昭和二十二年法律第六十七号)第二百五十二条の十九

第一項の指定都市(以下「指定都市Jという o )を含む。以下同じ。)に、次に掲げる事

務を処理するため、審議会その他の合議制の機関を置く o

一都道府県障害者計画に闘し、第十一条第五項(同条第九項において準用する場合を含む。)

に規定する事項を処理すること。

ニ当該都道府県における障害者に関する施策の総合的かつ計画的な推進について必要な

事項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視することロ

三当該都道府県における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の

連絡調盤を要する事項を調査審議すること。

2前項の合議制の機関の委員の構成については、当該機関が様々な障害者の意見を聴き障

害者の実情を踏まえた調査審議を行うことができることとなるよう、配慮されなければな

6ない。

3前項に定めるもののほか、第一項の合強制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、

条例で定める。

4市町村(指定都市を除くロ)は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理す

るため、審議会その他の合強制の機関を置くことができる。

一市町村障害者計画に闘し、第十一条第六項(同条第九項において準用する場合を含む。)

に規定する事項を処理すること。

ニ当該市町村における障害者に関する施策の総合的かっ計画的な推進について必要な事

項を調査審議し、及びその施策の実施状況を監視すること。

三当該市町村における障害者に関する施策の推進について必要な関係行政機関相互の連

絡調盤を要する事項を調査審議すること。

5第二項及び第三項の規定は、前項の規定により合識制の機関が置かれた場合に準用する。

附則抄

(施行期日)

1この法律は、公布の日か6施行する。

附則(平成二三年八月五日法律第九O号)抄

(検討)

第二条園は、この法律の施行後三年を経過した場合において、この法律による改正後の障

害者基本法の施行の状況について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも

のとする。

2国は、障害者が地域社会において必要な支援を受けなが6自立した生活を営むことがで

きるようにするため、障害に応じた施策の実施状況を踏まえ、地域における保健、医療及

び福祉の相互の有機的連携の確保その他の障害者に対する支援体制の在り方について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。
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資料3

障害者自立支媛法違憲訴訟原告団・弁護団と

園(厚生労働省)との基本合意文書

平成 22年 1月 7日

障害者自立支援法違憲訴訟の原告ら 71名は、国(厚生労働省)による話し合い解

決の呼びかけに応じ、これまで協議を重ねてきたが、今般、本訴訟を提起した目的・

意義に照らし、国(厚生労働省)がその趣旨を理解し、今後の障害福祉施策を、障害

のある当事者が社会の対等な一員として安心して暮らすことのできるものとするため

に最善を尽くすことを約束したため、次のとおり、国(厚生労働省)と本基本合意に

至ったものである o

一 障害者自立支撮法廃止の確約と新法の制定

国(厚生労働省)は、速やかに応益負担(定率負担)制度を廃止し、遅くとも平成

25年 8月までに、障害者自立支援法を廃止し新たな総合的な福祉法制を実施する D そ

こにおいては、障害福祉施策の充実は、憲法等に基づく障害者の基本的人権の行使を

支援するものであることを基本とする。

ニ 障害者自立支援法制定の総括と反省
1 国(厚生労働省)は、憲法第 13条、第 14条、第 25条、ノーマライゼーションの

理念等に基づき、違憲訴訟を提訴した原告らの思いに共感し、これを真撃に受け止

める E

2 国(厚生労働省)は、障害者自立支援法を、立法過程において十分な実態調査の

実施や、障害者の意見を十分に踏まえることなく、拙速に制度を施行するとともに、

応益負担(定率負担)の導入等を行ったことにより、障害者、家族、関係者に対す

る多大な混乱と生活への悪影響を招き、障害者の人間としての尊厳を深く傷つけた

ことに対し、原告らをはじめとする障害者及びその家族に心から反省の意を表明す

るとともに、この反省を踏まえ、今後の施策の立案・実施に当たる c

3 今後の新たな障害者制度全般の改革のため、障害者を中心とした「障がい者制度

改革推進本部Jを速やかに設置し、そこにおいて新たな総合的福祉制度を策定する

こととしたことを、原告らは評価するとともに、新たな総合的福祉制度を制定する

に当たって、国(厚生労働省)は、今後推進本部において、上記の反省に立ち、原

告団・弁護団提出の本日付要望書を考慮の上、障害者の参画の下に十分な議論を行

フ。

一 新法制定に当たっての論点

原告団・弁護団からは、利用者負担のあり方等に関して、以下の指摘がされたc

① 支援費制度の時点及び現在の障害者自立支援法の軽減措置が講じられた時点の負

担額を上回らないこと巴

② 少なくとも市町村民税非課税世帯には利用者負担をさせないことロ

③ 収入認定は、配偶者を含む家族の収入を除外し、障害児者本人だけで認定するこ

とo
④ 介護保険優先原則(障害者自立支援法第 7条)を廃止し、障害の特性を配慮した

選択制等の導入をはかること白
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⑤ 実費負担については、厚生労働省実施の「障害者自立支援法の施行前後における

利用者の負担等に係る実態調査結果についてJ (平成 21年 11月 26日公表)の結

果を踏まえ、早急に見直すこと巴

⑥ どんなに重い障害を持っていても障害者が安心して暮らせる支給量を保障し、

個々の支援の必要性に即した決定がなされるように、支給決定の過程に障害者が参

画する協議の場を設置するなど、その意向が十分に反映される制度とすること D

そのために国庫負担基準制度、障害程度区分制度の廃止を含めた抜本的な検討を

行うこと。

国(厚生労働省)は、 「障がい者制度改革推進本部Jの下に設置された「障がい者

制度改革推進会議jや「部会Jにおける新たな福祉制度の構築に当たっては、現行の

介護保険制度との統合を前提とはせず、上記に示した本訴訟における原告らから指摘

された障害者自立支援法の問題点を踏まえ、次の事項について、障害者の現在の生活

実態やニーズなどに十分配慮した上で、権利条約の批准に向けた障害者の権利に関す

る議論や、 「障害者自立支援法の施行前後における利用者の負担等に係る実態調査結

果についてJ (平成 21年 11月 26日公表)の結果も考慮し、しっかり検討を行い、対

応していく。

① 利用者負担のあり方

② 支給決定のあり方

③ 報酬支払い方式

④ 制度の谷間のない「障害Jの範囲

⑤ 権利条約批准の実現のための圏内法整備と同権利条約批准

⑥ 障害関係予算の国際水準に見合う額への増額

四 利用者負担における当面の措置

国(厚生労働省)は、障害者自立支援法廃止までの問、応益負担(定率負担)制度

の速やかな廃止のため、平成 22年 4月から、低所得(市町村民税非課税)の障害者及

び障害児の保護者につき、障害者自立支援法及び児童福祉法による障害福祉サービス

及び補装具に係る利用者負担を無料とする措置を講じる o

なお、自立支援医療に係る利用者負担の措置については、当面の重要な課題とするロ

五 履行確保のための検匝

以上の基本合意につき、今後の適正な履行状況等の確認のため、原告団・弁護団と

国(厚生労働省)との定期協議を実施するロ

40 
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|背景・経緯| 障害者制度改革の推進のための基本的な方向(第一次意見)(障がい者制度改革推進会議)【撮要】
資料4

-日本の障害者福祉政策の経緯、障害者の人権確保に関する国際的な取組(r障害者の権利宣言J(1975)、『国連障害者の+年J(唱983-)等ト'障害者指剥条約の採択(200句、発効(2008)→ i 箪-~宜盟
締結に向け固肉の制度改革へ F 門 のBり蜜企め
・『障がい者制度改革推進本館』を肉聞に盤置(昨年12月)・・・条鈎の締結に必要な国内法の整備を始めとする嚢が自の陣容者に係る制度の集中的な改革の実施 LJ 
-f障がい者制度故革推進会謄』の開催(本年1月-)・・・障害当事者を中心に構成し、改革の『エンジン郵隊』として計"固にわたり審議 (H22.6.7) 

| 基本的考え方 t..............................................................… ......: 1 障害者制度改革の基本的方向と今後の進め方)

n 1.r権利の主体』である社会の一員 2. r差別』のない社会づくり ~ n I 平成22年 j 平成23年 ; 平成24年 i 平成25年 j平成26年
3. r社会モデル』的観点からの新たな位置付け nll 
4. r地域生活』を可能とするための支鰻 5. r共生社会』の実現

九;:::::::::::::::11111::1:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::

l中下旬予定)・・・…・ I'T' l' I:IJ l' J.l:..1 必要lj.~fllJlJf・1511ii台北'IIIJ!l.本Ifii!fiØtE&J.才事/ご元自で'11116/"'. 必要'I=zcå持/ごがI~ 基礎的な課題における改革の方向性 ~..........................................~ I~第二脇見取りまとめ(秋から年末日/..，'Ctl:脱却
l途)ー・制度改革の霊裏方針を決定

1)地域で暮らす権利の保障とインクルーシフな社会の構築・ 1~1------~ こ=障害者基本法緯 ・次期障害者 S
地域移行や地域生活支橿の充実を柱に据えた施策の展開 汁| 推進会謹で横肘 i 本改正・制度改革の i 基本計画決定 i

al 2)障害の提え方・・・国民全体の意織改革(医学モデルー社会モデル 1~ I 推進体制等に関する (12月目途)

al 3)障害の定穣…サービスを必要とするすべての障害者を支揺 ;:l j 法案の提出 j i・障害者差別禁止法
i 4)差別の定盤・・・法律における定畿の明確化(合理的回慮を含む 1i I __.._ . ~A ~ __...ft__ _~~. ~ T:案(仮称)の提出(政革

~~ 5)宮語・Jbニト泊ンの保障…法律における定麓の明確化 け| 差別禁止部会(夏以降)で検討の推進に必要な他の関
係法律の一括整備法il 6)虐待のない社会づ〈り…虐待防止、被害の救済等の制度構築 ;:1 3 i i案も検討)

Ë~ 7)障害の表毘…国民各層の譜笛動向を踏まえた考え方の整理 ;:| ! こi・障害者総合福祉法? ? .-8月までの施行.
58)実態調査・・・障害者及び家篠の実態把握 バ| 総合福祉部会(4月-)で槙討 E(仮称)の提出

同!?曾!??何???竺h;51555入
)ー1r障害者基本法1の鐘本的改j[ i! ~'k'"''・.....・・・…品

;規定の見直し・追加。改革集中期間 三段 1)労働及ぴ雇用
の監視等を担うモニタリング機関(改 三日・雇用率制度の在り:

l! n ・福祉的就労への労
三日・職場での合理的配

)ト一2 故髄革集申期聞における推進体制 ;5! ;討Lf:主F二立;主L仁三:弐云泣=云ぷtぷ-孟云ごご=ごFぷ;ニニ二二二ぷぷ;ゐ主恥い♂お山山一...ふ品r石品.ふ式…話ん古r一一r品山品ぷz
也方のパリアフリ一聾備の遺

)情糧アクセス・コミュニケーション保障

:;仁.努ゑ方安J::?'空知山 t 等三 ・情報バリアフリー化のための環境整備の在切
・障害特性に応じた災害時緊急連絡の伝達の完

! U ~)所得保障等 込山山以江口:::::::J:

~ .障害者の所得保障の在り方を公的年金の徳本見直し 長 9)政治参加
五に併せて検討(ー24年) 三 ・選挙情報への障害者のアクセスを容易にするj

j仏友警の確保のための支援の在り方ト2何 等主度)
.川i川 E 宿 川:コ幻...工:幻口川コ:コ〕

. 

;討議言語』者の強制入院等の在り方((叫) ド0)司法手続
:日 ・社会的入院等を解消するための体制(ー23年度} 三・刑事訴訟手続における障害の特性に応じたE

~ ;.; 

] ~)r障害者総合福祉法J(仮称)の制定 詰

j ・制度の谷聞を生まず、障害者が地域で自立した生活を営むことができる ミロ 5)障害児支樫
j制度の構築 h 

H 

透→f総信仰会Jでお説24字/ご牒'/Il/iJ.25朝月までのRag ij 
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資料5

J或を↑皿ω句_v，吊曙』龍山'.'
-."，..;，;…ー一 一…山山一山芯ど一一一一ーームー-_.. ;..;;;..;;;;~.. :;~~-_.. ..: ' と 二五_..:..ぷムι叩白 山…...

注調婿簸健係4 正一 J "' > 
j盟臨 時 : 

1・

・必要同事じた主催の縄供、障害者白地域移行の計画的推進 士単調書4刊1忠也捕 右々指害者自らの必要1:J;/;じた住宅の確保 "，，: 
... 利用者負担に聞して、本人の所得を基礎とすること 寄‘

9)ユニ1¥ーサルデザイン止鐘術開発
2]労働及び震用 ユニパサJレデザインの理念の施軍への直暁 J 

，.合理的面扇>>.び必要な支援の提供、生計を立て得る L..:.1電祉用具警の研究閉需型普及 烹

収入と働〈機会田確保 10)公共的簡設の1¥lf77リ→ヒと交通・移動の確保 1
.きら犠な就葉町場田創出と仕事の確保

・地方部におけるバリアフリー化田計画的推進、
・障害者雇用線務の対象拡大

等 合理的配慮を確保するための施策 報i

11)惰範アウセス止言語・コミュニケーション保障 i 
j 場晃 シブ立教育制度の構築(障害のある子と : 様々な情報にアクセスし・叫要とす砧駒山ニ ミ-

ケーション手段等が利用できること
ない子が同じ場で共に学ぶことを原則)

~ ~ ー就宇先田決定は本人・保護者の意思に庄はいことを原則 i目障害の特性l、配車した伝達手段による災害情報の提供 さ:
-障害のある子どもに合理的配車や必要な主握の提供 i 

号事'.::j2)支化・スポーツ 5 
1・樟々な文化スポーツ活動を可能とするための施筆 需j

別に係る規定の見直し い盆盤塵~蜜
寄~ : 人権を確保しつつ、必要な医療が提供されること 一一一会 5 

1製工里!I.里.&'.lf提燃 身近なところでの必要な霊療や主催サピス田提供 1呈止血貨建盟 書
等、 難需等由治療や症枝IJ)軽濡に係る踊査研究の推進 等，.・地場社会で自立した生活ができるため田年金、手当等、

! [5)障害原因の予防 輔のために追加的に要する負担軽減を図るための施策 対
日 公索衛生文1;1:医捕施策町一環として実施 等j笠温塗釜担

-障害の種別や特性に応じた施策
~ : 豆i盆盈態宣者に係る封負埠移行の促進主 ; 選挙期こ係る情報の{是供や投蔚こっし司聖書白特性団湾 軍i

医寝 における適正手続の確保 ;、 合

引地域移行田計画的推進、地域社会での自立した生活 H lli亘法圭鐘 i 
・医療における適正手続田保障 害 1 ・障害IJ)特性に応じたコミュニケーシヨン手段の確保

.:'! ・関係聴晶に対する陣害由理解に関する研修 等

等~ : 7 担 割生

等::下高右手←油手段目酬と拍柚綾での榔 :笠週虚血tl.
相談体制の整備、障害者自身や家族による相銭、 j 外国政府、国際犠関又は民間団体等との連封書や協力

百九 山山人べ; 相談討すう者へ由必要な研修 等:i国際協力事業全般におけるバリアフリー化の促進 言:
等 ............・・・

品川........出叫 f十世産体膏f ゑ・…...............…

: : 回j

障害者の性別、年齢、障害の :: 中央障害者隠策推進縮議会及び推進会纏を尭展的に改組し、障害当事者等が過半数を占める新たな審権会組織を誌置

、た主催の提供 :-: ・障害者基本計画及び障害者に関する基本的な政策に閉する間査審議を行うとともに、施策由実施状況を監視し、 「i
T世 m 権利Jを踏まえ実施 行 必要に応じて応答義務を伴う勧告を実施 ................................ .........~ ': 
Hm主眼日草.iJ(. …烹改革の集中期間において、制度目主革の推進に関する事項についても調査審接

一一一五百三 : 関係行政健闘・団体等に対し必要な協力を草曲、また委員由適正な待遇を確保 : ~ 「障害』の表記 i・e・e・
・障害者等白書面を得て、障害者基本計画等を策定 :-)地方}
ー差別禁止法制を含む必要な法制上及び財政上回措置を実施 ー ・地方に置かれる審語会組樟は、陣容当事者等が過半数を占める摘成とし、 : : ・法令等では、当面「障害jを使用

-jb抗議野宗主哩J.:::塑ー活空華麗圭品且 -ー← .. . . . . . .. ..:: ': :':. ~ [ 改革期間同を自主10一定の錨 ;



資料6

障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言(概要)

4 放置できない社会問題の解決
5 本人のニーズにあった支媛サービス

6.安定した予算の確保

ll.障害者総合福祉法の
制定と実施への道程

E盈E
-自立支緩法の事業移行期限終了後も一定の

要件の下で移行支援策を継続する。

2IfIW:a省岩手嘉措法の若IIJFAぴ'ggJfIiJ;で
ζf:il三~
・総合福祉法の制定及び実施に当たり地方自

治体の意見を踏まえる。

-総合福祉法の策定及び実施のための実態調

査や試行事業を行う。

3IfIW白星陵総会信必廷のPJfflt.:.算被
-総合福祉法を繍完する、あるいはこれへの移

行を支侵する基金事業を設けることロ

4 JI;f~，のあ I):ff
・国は予算指置に必要な基礎デー舎を抱援する。

.障害関連予算をOECD諸国の平均水準を目標

漸進的に拡充する。

ー財政の地域間格差の是正を図る。
・財政設計にあたり一般施策での予算化を追求。

.障害者施策の推進は経済効果に波及する。

・支媛ガイドラインに基づく協議調整による支給

決定は財政的にも実現可能である。

・長時間介助等の地媛生活支媛のための

財源措置を講じること。

3 ll!1R~災F(iZlØi港JF)

.障害程度区分に代わる新たな
支給決定の仕組み。

-サービス利用計画に基づく本人
の意向等が尊重される。

-協議調整により必要十分な支
給量が保障される。

平公と等平のと
消
民
解
市
の
い
自
正

な
空
是
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や
の

審
問
差

障
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格

1

・9
ι
q
u

障害者総合福祉法の
6つのポイント

2，< /!8 ;/#11'ゾのJiiIlD

-障害者総合福祉法が対象とす

る障害者(障害児を含む)は、障

害者基本法に規定する障害者を
いう。

叶心身の機能の障害には、慢性

疾患に伴う機能障害を含むロ

7.}~~りJJJ!.丘~;ÊlìJ守;ii鎚曹

.障害の有無によって分け隔てら
れない共生社会を実現する。

-保護の対象から権利の主体へ
の転換と、医学モデルから社会モ
デルへの障害概念の転換。

-地峨で自立した生活を営

1.. 

6 JllJ1Jt，生涯olittll!察t1I

.計画的な推進のため地峨基盤

整備10ヵ年戦略策定の法定化。

.市町村と都道府県は障害福祉

計画を、国はその基本方針と整

備計画を示す。

-地域生活支媛協議会の設置。

三二必皇霊E

国が社会的入院、入所を解消す

るために地域移行を促進すること
を;去に明記する。

・地域移行プログラムと地域定着
支援を法定施策として策定、実施。

4 芝草Eよf味?ど"j{)I;Ç~

-障害者権利条約を踏まえ、障害
者本人が主体となって、地域生活
が可能となる支媛体系の構築。

. r全国共通の仕組みで提供され
る支媛」と『地爆の実情に応じて
提供される支援」で権成。

ふ
ら4

乏」盆控鍾謹
・権利療護は支援を希望文は

利用する障害者の申請から相

談、利用、不服申立てのすべ
てに対応する。

・オンブズJ¥ーソン制度の創設。

.虐待の防止と早期発見。

:互I盤豆輩
-対象は障害者と、支媛の可能性
のある者及びその家族。

-障害者の抱える問題全体に対

応する包括的支媛を継続的に
コーディネートする。

-復合的な相談支援体制の整備。

叉忍昼孟t11P.

-食材費や光熱水費等は自己負
担とする。

-障害に伴う必要な支媛は原則無

償とするが、高額な収入のある者
には応能負担を求める。

♂労働ldEIIl
・障害者雇用促進法を見直し、雇

用の質の確保、必要な支媛を認定

する仕組みの創設‘雇用率や納付
金制度見直し等を行う。

・労働と福祉の一体的展開。

2.</!I軍Z
-障害児を含むすべての子供の基

本的権利を保障する仕組みの創
設が必要。

・障害を理由に一般児童施策の利
用が制限されるべきではない。

主E変
・医療は福祉サービス及び保健

サービスとの有機的連携の下で提
供される必要がある。

・福祉、保健、医療にわたる総合的
な相談支媛が必要。

s'!1ft/( /iIl/t(fi 
-利用者への支媛に係る報酬は

原則日払い、事業運営に係る

報酬は原則月払い、在宅系支
援に係る報酬は時間割とするn

.f菖祉従事者が誇りと展望を持
てるよう適切な賃金を支払える
水準の報酬とする。
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障害者総合福祉法の骨格提言と障害者総合支援法案との比較表

O 不十分ながら青落提言を取り入れている事項
ム 検討されてはいるが、その内容が不明確または
きわめて不十分な事項
x 全く触れられていない事項

骨格提言第 1章 表題一覧表

1-1 法の理念・目的ー範囲
表題 前文

2 表題 法の名称
3 表題 法の目的

4 【表題】法の理念

5 表題 地域で自立した生活を営む基本的権利
6 表題】国の義務
7 表題 都道府県の義務
8 表題 市町村の義務
9 表題 基盤整備義務
10 表題 国民の責務
11 表題 介護保険との関係
1-2 障害(者)の範囲

12 【表題】法の対象規定

1-3 選択と決定(支給決定)

13 【表題】支給決定の在り方

14 【表題】支給決定のしくみ

15 表題 サービス利用計画
16 表題】 f障害jの確認
17 表題 支援ガイドフイン
18 表題 協議調整
19 表題 合議機関の設置と機能
20 表題 不服申立
1-4 支援(サービス)体系

21 
【表題援】支援体系 A.全国共通の仕組みで提供され
る支

1.就労支援

9/60 

48/60 38/60 

2/省8厚案労 3/13閣議
決定

X X 

ム ム
O O 

O ム

× ム
× X 

X X 

X × 
× × 
X × 
X X 

どL A 

X ム

ム ム

X X 

× × 
X X 

X X 

X X 

× × 

× × 

2012年4月6日元総合福祉部会長佐藤久夫作成

骨格提言とのギャップ

前文は設けられていない白
名称は f障害者総合福祉法Iではない。
完全ではないが理念規定と合わせてある程度反映されたロ

理念規定が新設され意た義ものがの、 [可能な限りJという表現
が入ったことでその 大きく後退した。
地域生活のための諸権利が明記されていない。
骨格提言が設けるべきだとした規定が明記されていない口
骨格提百が設けるべきだとした規定が明記されていない。
骨格提言が設けるべきだとした規定が明記されていない。
国及び地方公共団体の基盤整備義務が明記されていない。
骨格提百が設けるべきだとした規定が明記されていない。
介護保険との関係は検討されていない口

難病の一部が対象に加わったのみで、谷聞は解消されてい
ない白

検討規定で、障害程度区分の認定を含めた支給決定の在り
方について、法施行後3年を目途として検討するとされてい
るが、骨格提言が示す、ガイドラインに基づく協議調整に
よる支給決定を導入する方向で見直されるのか、試行事業
は実施されるのかなど、重要なポイントの方向性が示され
ていない口

骨格提百の内容がヨ映されていないロ
骨格提言の内容がヨ映されていない。
骨格提言の内容がヨ映されていない白
骨格提百の内容が反映されていない。
骨格提百の内容が反映されていない。
骨格提言の内容が反映されていないn

骨格提言の内容が反映されてない。

資料7
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22 
【表題】就労支援の仕組みの障害者総合福祉法におけ
る位置づけ

2. 日中活動等支援
23 表題】①デイアクティピ‘アイセンター
24 表題1②日中一時支援、ショートスアイ
3.居住ヨ 主主ま

25 【表題】グループホーム・ケアホームの制度

4.施設入所支援
26 表題】施設入所支援
5.個別生活支援

【表題】①重度訪問介護の発展的継承によるパーソナ
27 
ルアシスタンス制度の創設

28 【表題】②居宅介護(身体介護・家事援助)の改善

【表題】③移動介護(移動支援、行動援護、同行援護)
29 
の個別給付化

6.コミュニケーション支援及び通訳・介助支援

30 【表題】コミュニケーション支援及び通訳・介助支援

7. 補2事具・日常生活用具
31 題】補j具・日常生活用具
8.干H協J京 談支 ]の項参照
9.権j~IJ擁5 Jの項参照
B.地或の;滑に応じて提 される支援
|市町村独自望:援

32 【表題】市町村独自支援

c.支援:体系を機能させるために必要な事項

検討規定で、障害者の就労の支援について、法施行後3年を
目途に検討するとされているが、多様な働き方についての

どミ ム
試行事業の実施のめどが立っていない。また、厚生労働省
障害者雇用対策課主管の「地域の就労支援の在り方研究
会Jにおいて福祉的就労について積極的に論議する姿勢が
見られない。

X X 骨格提昌の内容が反映されてない。
× X 骨格提言の内容が反映されてない白

一元化によりCH、GHの報酬が減額になる等、運営に支障を
O ム きたさないことの担保がない。また、小規模化についても

触れられていない。

X X 骨格提言の内容が反映されてない。

重度訪問介護の対象が拡大され、また検討規定で、常時介
護を要する障害者等に対する支援について、法施行後3年を

X ム 目途に検討するとされているが、これがパーソナルアシス
タンス制度の創設への第一歩となるかどうかは今のところ
不透明。

X ム
利用者にとって柔軟な利用と報酬上の評価について触れら
れていない。

同行援護は重度の視覚障害者に限定されており、制度の谷
聞は埋まらないままである。また、検討規定で、障害者等

X ム の移動の支援について、法施行後3年を目途に検討するとさ
れているが、骨格提言が示す方向で検討されるのか明らか
でないロ

検討規定で、意思疎通を図ることに支障がある障害者等に

× A 
対する支援について、法施行後3年を目途に検討するとされ
ているが、骨格提言が示す方向で検討されるのか明らかで
ない白

× X 骨格提百の内容が反映されていない。

ム ム
地域間格差を生まないための財政面の仕組みについて、改
善の方向性が示されていない白
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33 表題 医療的ケアの拡充
34 【表題 日中活動等支援の定員の緩和など
35 表題 日中活動等支援への通所保障

36 【表題】グループホームでの生活を支える仕組み

37 表題 グ、ループホーム等、暮らしの場の設置促進

38 【表題】グループホーム利用者への家賃補助等

39 源【表調題整】シームレスな支援と他分野との役割分担・財

5 干丁

40 {表題 I地 t移行Jの法定化
41 表題 地域 5行プログフムと地域定着支援
6 制信者祖~.tt::~舌の員 " 

【表題】 「地域基盤整備10ヵ年戦略J(仮称)策定の
42 
法定化

43 【表題】障害福祉計画

44 【表題】地域生活支援協議会

I 7 利用者負担

45 【表題】利用者負担

I 8 相酸文信
46 表題相談支援

47 【表題】相談支援機関の設置と果たすべき機能

48 
【表題】本人(及び家族)をエンパワメントするシスア
ム

49 表題 相談支援専門員の理念と役割
50 表題 相談支援専門員の研修
9 
51 表題 サービスの希望者及び利用者の権利擁護制度

52 
【表題】第二者の訪問による権利擁護(オンプ‘ズパー
ソン)制度

53 【表題】権利擁護と虐待防止

54 【表題】サービスに関する苦情解決のためのサポート

1-10 報酬と人材確保
55川表題】報酬と人材確保の基本理念

× X 骨格提百の内容が反映されていない。
X X 骨格提百の内容が反映されていない。
X × 骨格提言の内容が反映されていない。

X ム
GHでのヘルパ一利用が可能になることでGHの報酬が減額に
なる等、運営の安定の担保がない白

× X 骨格提百の内容が反映されていない白
つなぎ法で家賃補助が創設されたが法律事項とはなってお

× X らず、また地域移行のための支援策としては金額も不十
分。

X X 骨格提言の内容が反映されていない白
、

× X 骨格提言の内容が反映されていない。
× X 骨格提言の内容が反映されていない白

「提供体制の確保に係る目標Jが定められることにはなっ
X ム たものの、骨格提言の内容そのものは直接反映されていな

し、。

ム ム
地域基盤 10ヵ年戦略との有機的な連闘が不されていな
し、白

障害者や家族の参加が明示されてはいるが、自立支援協議
ム ム 会を地域活支援協議会に発展改組する方向性が示されてい

ない。

X X 
|負収入認定に配偶者と子どもが含まれる点や、自立支援医療
担の改善が見送られたこと円

X X 骨格提百の内容が反映されていない。
エンパワメント支援事業、ピアサポート、ワンストップの

ム ム 相談支援体制等、骨格提言の内容が十分に反映されていな
し、.2

× X 骨格提言の内容が反映されていない。

X ム 骨格提言の内容が十分には反映されていない。
× × 骨格壁重の内容が反映されていない口

X ム 成年後見関係の事業が追加されたにとどまる。

X X 
骨格提言は、福祉サービス利用のすべての過程での権利侵
害の予防、虐待等の関連法との連携等について提言を行つ

× X ている。一方、障害者虐待防止法は主として、虐待が起き
た後の事後対応について規定している。従って、障害者虐

X X 待防止法をもって骨格提言の権利擁護の分野に対応したこ
とにはならない。

× X 骨格提言の内容が反映されていない。
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56 表題 報酬における基本的方針と水準 × X 骨格提百の内容が反映されていない。
57 表題 報酬の支払い方式 X X 骨格聾霊の内容が反映されていない。
58 表題 人材確保施策における基本的視点 X X 賓格提言の内容が反映されていない。

59 【表題】福祉従事者の賃金における基本的方針と水準 ム ム 福祉従の事解者決の賃金水準が他産業労働者に比べて低いという
実態 にはつながらない。

60 表題人材養成 X X j貴格提言の内容が反映されていない。
その他の事項

第一の「十一 基本指針の見直しJに「基本指針への障害者をはじめとする関係者の意見の反映J等が規定された点を評価。

第一の「十二 障害福祉計画の見直しJにPDCAサイクルの観点から「障害福祉計画の調査、分析及び評価J等が規定された点を評価。

第六のーで、法施行三年後の見直しが規定された点を評価。

第六の二で、残された課題の検討に当たっては、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずると規定さ
れた点を評価。



資料8

障害者総合支援法(正式名称:地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律)附則第3条、同条第2項抜粋

附則

(検討)

第3条

政府は、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社

会の実現に向けて、障害者等の支援に係る施策を段階的に講ずるため、この法律の施行後三年を目途として、第一条

の規定による改正後の障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第一条の二に規定する基本

理念を勘案し、

①常時介護を要する障害者等に対する支媛、

②障害者等の移動の支援、

③障害者の就労の支援

④他の障害福祉サービスの在り方、

⑤障害支援区分の認定を含めた支給決定の在り方、

⑥手話通訳等を行う者の派遣その他の聴覚、言語機能、音声機能その他の障害のため意思疎通を図ることに支障があ

る障害者等に対する支援の在り方、

⑦障害者の意思決定支按の在り方、

⑧障害福祉サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在り方、

⑨精神障害者及び高齢の障害者に対する支擦の在り方、

等について検討を加え、その結果に基づいて、所要の措置を講ずるものとする。

第3条第2項

政府は、前項の規定により検討を加えようとするときは、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講ずるものとする。

48 



資料9

障害者政策委員会小委員会で識輸すべき論点
【2012.9.10 内閣府障害者政策委員会第1回小委員会資料より】

第1小委員会:教育 (16条:).文化的諸条件の整備等 (25条)

(論点案)

① [16条①】初等中等教育におけるインクルーシプ教育システムの構築について

② [16条②}初等中等教育における教育内容及び教育支援体制の整備①(就学相談・

就学先決定等)

③ [16条③】初等中等教育における教育内容及び教育支援体制の整備②(合理的配慮、

及び基礎的環境整備等)

④ [16条④】高等教育における障害学生支援

⑤: 【25条】障害者が文化的諸活動に参加しやすい環境の整備(ソフト・ハード両面)

(その他の論点候補)

①: 【16条】雇用・就労に向けた教育機関における支援

第2小委員会:年金等 (15条:)，職業相談等 (18条)，雇用の促進等 (19条)，経済的

負担の軽減 (24条)
(論点案)

① [18・19条①】障害者の就労施策全体の実施状況について

② [18・19条②】障害者雇用について

③: 【18・19条③】福祉的就労について

④ [18・19条④】就労施策に関するその他の事項について(自営業・起業への支援等)

⑤ [15・24条】所得保障等について

(その他の論点候補)

第3小委員会:消費者としての障害者の保護 (27条:)，選挙等における配慮 (28条). 

司法手続における配慮等 (29条)

(論点案)

① [27条}障害者の消費者被害の事前防止及び被害からの保護

② [28条①】選挙等における必要な配慮の提供

③: 【28条②}公的活動への障害者の参画の拡大(審議会委員への登用の促進等)

④ [29条①}司法手続における必要な配慮、の提供及び研修の実施

⑤: 【29条②】障害を有する受刑者・出所者等に対する処遇及び支援の在り方

(その他の論点候補)

① [28条】成年後見制度と選挙権について

49 



総合リハビリテーション研究大会常任委員・実行委員一覧

-常任委員

常任委員長 松井亮輔(法政大学名誉教授)

伊藤利之 (社会福祉法人横浜市リハピ、リテーション事業団顧問)

大川弥生 (独立行政法人国立長寿医療研究センター研究所生活機能賦活研究部部長)

小川浩 (大妻女子大学人間関係学部人間福祉学専攻教授)

落合芙美子 (特定非営利法人日本リハビリテーション看護学会理事長)

金田安正 (びわこ成際スポーツ大学生涯スポーツ学科教授)

河村宏 (特定非営利活動法人支援技術開発機構副理事長)

関宏之 (広島国際大学医療福祉学部教授)

高嶺豊

寺島彰

(琉球大学法文学部人間科学科教授)

(浦和大学こども学部教授)

寺山久美子 (大阪河崎リハピ‘リテ.ーション大学副学長)

半田一登

藤井克徳

松矢勝宏

山内繁

吉光清

(公益社団法人日本理学療法士協会会長)

(特定非営利活動法人日本障害者協議会常務理事)

(東京学芸大学名誉教授)

(早稲田大学研究推進部参与)

(九州看護福祉大学社会福祉学科教授)

-第35回大会実行委員(順不同、敬称略)

実行委員長 伊藤利之(社会福祉法人横浜市リハピ、リテーション事業団顧問)

磯野博

井上剛伸

大場純一

小J11 淳

栗林環

高野聡子

根本悟子

(静岡県福祉医療専門学校教員)

(国立障害者リハピ、リテーションセンター研究所福祉機器開発部長)

(横浜市総合リハビリテーションセンター生活支援課長)

(横浜市総合リハピ、リテーションセンター副センター長)

(横浜市立脳血管医療センター診療科)

(聖徳大学児童学部児童学科専任講師)

(帝京平成大学健康メデ、イカル学部作業療法学科准教授)

掘込真理子 (東京コロニー職能開発室事務所長)

増田一世 (公益社団法人やどかりの里常務理事)

水村容子 (東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科教授)

(順不同・敬称略)

矢野秀典 (目白大学理学療法学科教授/日本リハビリテーション連携科学学会常任委員)

(順不同・敬称略)
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基調講演資料

「総合リハビリテーションの実現に向けて

~地域リハピリテーションの実践から""J

第 35回総合リハビリテーション研究大会

「総合リハビリテーションの新生をめざして mJ 

~地域での実践から~

2012年 9月 21日・ 22日



~fi守/プて

総合ヅノ、どヅテーショシ研究大会の'I!l!e

1977年9月21-22日
第1回大会 リハピリテーション主流セミナー 77
実行曇且畏松本征ニ/事務局 車京コロニー

1991年12月5-6日
館14回総合リハビリテーション研究犬舎
テーマ 置革期におけるリハビリテーシヨン音問う
実行餐員畢小川 孟/事務局陣害者リハ協会

2010年9月3-4臼
第33回総合リハビリ子ーション研究大会 e、.内
テーマ 総合リハビリテーシヨン目新生を目指して、哩y
2010-2012年0)3年計画(大川弥生→臓弁克徳→伊臓m 辺、

g}!I!J."W:fHli (I'IHO. /98，ω 
-{;害sJe摩書の続df-

~ 

第3勾E
tZSヅノ1どヅテーショシ研究'Jtftの，言嘉

x 

グパどグデーショシの1Iif$

.1969年 WHO

リハビリ子ーシヨンとは、医学的、社会的、教育的、

職業的な手段を組み合わせ、かつ相互に鯛整して、

訓練あるいは再訓練することによって、障害者の

機能的能力を可能な最高レベルに遼せしめること

である ヌ

ttSヅハどヅデーショシ官二ノターの厳正安
兵庫県玉津福祉センター 1969年
神奈川県総合リハビリテーシヨンセンター 1973年
長野県身体障害者リハビリテーシヨンセンター 1974年
広島県立身体障害者リハピリ子ーションセンター 1978年
国立身体障害者リハビリテーションセンター 1979年
平葉県千葉リハビリテーシヨンセンター 1981年
埼玉県障害者リハビリテーシヨンセンター 1982年
奈良県心身障害者リハビリテーシヨンセンター 1987年
横浜市総合リハビリテーションセンタ 1987年
名古屋市総合リハビリテーションセンター 19四年
(改称)兵庫県立総合リハビリテーションセンター 1992年
(改称)埼王県総合リハピリ子 ションセンター 岨B・哩B
秋田県立りハピリテーシヨン・精神医療センター 19~ε 
広島市総合リハビリテーションセンタ~



/ltWIのが疲 (WHO/2001)

.1980年:ICIDH ・2001年:ICF(国際生活機能分額)
機能・形態障害 心身機能・身体構造
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この条約は、すべての障害者によるすべての人権と基本的
自由の完全で平等な享受を促進・保陸・確保すること、また
障害者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的とする

〈リハピリテーション関連の条文〉
1. 16条:慮待の対象となった陣害者の、身体的・飽知的・心
理的な回復とIJl¥t"IJ←ション、そして社会への再統合を促進する
こと
2. 25条:障害に基づく盤別なしに到達可能な最高水準の健康
を事畏する権利を包める。
3. 26条:特に保値、雇用、教育、社会トピスの分野において、
ハピリ←ションと IJl\f リトションの、包括的なザーピスとプロ~.うA"油画面
し、強化し、拡張する。 哩 V
4. 27象:障害者の、他の者と平等な労働の権制を毘崎晶画

.aeグハと2・Ijデーショシ

ICF4の結成要栗原の宿Z伊原

健康状態
(寵舗または病気)

一|活動|一|参加l

|環境因子 I~

.Wi/J~本法のðt1E α'011牢8J?1)
1 .法の目的
障害者があらゆる分野において分け隔てられることなく、
他者と共生することができる社舎の実現を新たに規定した。

2.障害者の定義
身体障害、知的障害、精神陣書(発遺障害を含む)、そ
の他の心身機能の陣容と明記した。また、 「社会モデルJ
の考え方を踏まえ、障害者が日常生活または社会生活にお
いて受ける制限の原因となる「社会的な陣壁』について規
定した。
8社会的障壁:日常生活及ぴ社会生活を営むうえで障壁となるような、

社会における事物、制度、慣行、観念など

3.差別禁止
「権利条約」の趣旨を踏まえ、障害者が社会的障歯肉歯肉h
去を必要とし、かつ、そのための負担が過重でない場留島'
は、これを除去するための措置が実施さえれなけれ.rt.M君、
ない旨を規定した. もF、~

1I1351B1 
総会グハどグデーシ3.ンfilJr;;tg

総合リハビリテーションの新生を目指して
一地域での実践からー

1 .利用者を中山としたチームアプローチ

2.医学モデル&社会モデル
一ー統合モデルを基盤とした活動の追及

~ 3 竺官官諜忌232長~X
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tA.浜f/i/ご/:;ft -lJ i!.宮坂ヅノ1どヅテーション
ーシステムと子の実勝一

~ 

Jt!JJgtヅパどヅデーショ二ノ'システム

笹豆亙:B (!IIIl1i歪:B @豆亘:B (1I111i..>j-) 

緬ll..支鍾センター 11橿後..支樋センター 11領後・・1<11センタ
{在宅リハセンター) Jl (在宅リハセンタ ) Jl (在宅リハセンター》

'"肉3・務

襲撃:融悼-
匝蓋三当直直三当直韮271
g豆豆:B @豆豆:B @亘豆:B ( !IIIl!壷雪~

在宅?グハどヅテーショシ ，デーム(s1Jtff lliT ) 

保健所+福祉事務所
(事務局)

総合I}I¥セント

(障害者

更生相額所)

勧問宥値ステーソヨン

宅介極主撞

センタ

~ 

長幸A年早71.t.\~ ヅハどグテーショ二ノ古シタ -INjf，ヲ

[基本的な考え方】
* 障害児者に対する憲法25条(生存権)の保障
* 行政サービスとしての基盤を構築
(障害児者+高齢者)

[システム構築の目的】
*髄生から成人に至る一貫したリハビリ子ーシヨン
の健供

*発症から地域・在宅~社会参加に至る連続し ζ--

リハビリ子ーションの提供 、窃F

* 以上をマヰージメン卜する中核施政6同吋3

在宅?ヅハどグテーショシの実'/Itf
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正主主言'JJl!Iff;厳重業/J:との五放棄

行ラt:~ I~， I 

IN=2291 

偶者絵|附抑 留剛被締

合醐 IAf-I唖・IJ管
自立 | 

J A B c 
1厚笠省日常生活自立度)

屋外へのアクセス

参加先を確保

社会参加へ ~ 

震メ帝王妙'$のtiiJtf!!J (後五誓紙'f!:後J

Y
 用
開
費
侃

鑑鼠き型 段憧璽(埋込み式}

150 

75 

"i!f:iff' ，g'， Ii背番手盆J.~iJlMIi!苦事業の板要
-高齢者陣曹宥の生活環視を‘長〈夜宅生汚を組"しうる適切紅環境に盛える
ためのf住宅改遭畏Jとr.立支11，"器筒入費位置，むの助成を行う.
(1)住宅改造費

助成限度額障害者120万円・高齢者100万円

対象者 ① 身体陣害者手帳1.2紐白方.または1035以下田方

② 身体間害者手幅3級かつ 10叩以下の方
③聾介旗蛇定でf甚主慢Jまたはf要介蹟J白方

121自立宜櫨惚器(障害者)

檀器開入費 位置工事費

移動リフト 100万円

階段昇陣後 100 
殴聾解消機 55 
環壇制問議置 60 
コミュニケーγョョ描器 30 

山被

!E{II/ fd.-Ef.ご~ -5111!，足音fifré:@~習の概念

|ヰ弓主::1 I 
円 五斗三毛文

4 



生

涯

ス

ポ

ー

ツ

活

グノもどグデーシgシ e スポ~!.!I

リハビリテーション・スポーツ

-体力の向上

・精神・心理面の活性化

・自立性の向上

・社会性の獲得(再獲得)

機

能

練

自11

~ 

密伊/・車霧/ごIJ!/ず.fJ綜1/1(8*.ノ

1 .死者数:増加傾向にある。

平成20年:7.170人{家庭内:2.560人)
2.年齢階層>>[J死亡率(人/10万人)
45....64揖:0.8人 Ys 80歳....:28.5人
3.介陸事故の80%を占めている。
4.転倒リスク

バランス低下、筋力低下、視力低下、注意力低下、

襲の副作用、外的要因

5.介趨倒のリスク

環境やシステムが来聾備

介値者の無関心、注意力低下、来熟な技能

分.I:J~税I1tJfl]仔/ご~D jiJifili • /lfJfIs}，苦

社会資源の充実

く問題点〉

*地域連機:行政機関中心ー，ケアマネジャー中心

(行政責任の縮小/機関連携→個人連機)

く僻価点〉

1.flJl/.ごih..'t.iJ
一三fJililの..ttlil!ll-

*制度利用:介醸保険優先(車いすeto.) 

介醸肱よ…M限定案
~ 

(1JI(E) 

福祉サーピスに係る共通課題
① 給付等の体系、施股・サービス体系
② 上胞に係る事業指定、指導監督等の事務執行体制
@ 利用者負担の体系、国・都道府県の補助制度の仕組み

病院・除療所

肪問看僅ステーション

地域ケアプラ明

地域活動ホーム

中活センター

総合IJl¥t!l'-
(障害者

更生相蛾所)l

介護保険との関係 ! 
(保険給付の優先適用範囲x 

5 



/lfJI8Æf/.ごがす~萩t=l;tllk':/IfDi'j.(1'tiflÆ成j

地域連携問題への対策

1 )ケアマネジャーの教宵強化

2)地域抑機関{肪問看臨府ーシヨン・地峨包括支援セント・地峨
活動トムetc.)に対する技術支援を強化ー+拠点化

制度利用よの問題(介護保険優先)への対策
1)祖祉用具の選定・チェックに関する制度の見直L..etc.
2)地場抑機関への支援強化{短期入院一環境一一案

ゆiS/lt1l1のグノBど‘グテーショシ
-6l tE (/eI{1/O!ノハ疲lJkoJl.λノ ー

期復
M
-
-
E
 

9
-
-
E
l
 

~一一期
L
性
剣
一
怠

3-6M 9M-12M 

慢性期(維持期)

. 障害者支鑓施股
救急医療 l医学リハピ |空白期間 I(社会・職難リハ}
一般医療 11<回復期リハ病練〉

n (機能訓練・
急性期リペ

日 ADL訓練など)11地域リハ・保健・
掴祉サービス

診療1I11f11;斜度改定/ご~g /iP1iI5 ・ /llJIl/;寄

く評価点〉 急性期リハピリ予ーションの充実

く問題点〉

$入院期間の短縮 :医療的問題の継続対応

$療養型病床群の減:医療的問題のある障害者が増加

養護よの問題が増加

本福祉制度の未整備:障害認定が遅い

一福祉施段の利周囲鰭均的

自立訓練内容の不備J又

与f:Ji1舎ESのグノもどグテーシgニノ
一今袋一

鵬一捌一事

....3聞 -6M 

慢性期(維持期)回復期

障害者支援施股
就労・社会生活撮
(医学リハ+社会・職難リ1¥)

職難生活

地場リハビリテーシヨン

(医学リ，¥+社会1)1¥)
自立生活

一 医療保険 一一介鐙保験/社会福祉

/!B/lÆ点}ご1JfJtJ~1ff1E1;t/N 121f8if. (~疲煤皮) I 厳1:::~"/I!f W /.ごlJf/Þ~/llJ.ñ有

入院期間短縮への対策
1 )在宅リハ・チームへの医療専門職の毘置と

役割強化

2)地峨医療機関&回復期リハ病棟との連揚強化

福祉制度への対策
1 )陣寄箆定に関わる制度の見直Letc.
2)自立支援訓練の充実

~ 

1 .高次脳機能障害

申治療・医学的リハビリ予ーションの効果に限界がある。

*長期にわたるリハビリ予ーションが必要である。

(長期経過の中で一定の改善が見込める)

ホ障害が見えず、周囲の理解が得られない。

2.発達障害(成人)
*治療やリハビリテーション・サービスが欠却している。

$障害が見えないうえに歪められ、適切な診断・対;W;.J

園陸な状態にある。~局、h

6 



局次1!dh品!JIi官'/f!/fifE(CX!/9?5INt:J，f!B，み
一芳成と認'!if-

医剣使.関

!liJH.点/ご鰐わ.[，l!ft::;:;'-112ゲ緩み f語1jt:: ;:;.-/lt t!J) 

本高次脳機能障害への対策

1)医学的リハビリテーシヨン技術の開発

2)長期にわたるフォローア ップ体制の確立

3)地援における専門施肢の地殴

4)広報活動の強化
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芳'jjf/f!jfifE(C x!/ず?5l1YりMみ
-1芳次とf$!lff-

地織活動ホーム

tESヅハどヅテーショニノ合シターのald

1 現場におけるニーズ抱握

2 対応策の検討ー技術の習得

3 サービスの実践一実iiE(効果を確認)
4 政策提言

5 サービス・システムの構築

6 リハビリ子ーシヨン技術の研究・開発

人材育成

7 広報 一ーリハビリテーションの普及 、窃〆
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シンポジウム 1 資料

「総合リハピリテーションの視点から災害を考えるj

一東日本大震災での実態把握にもとづいて}

第 35回総合リハビリテーション研究大会

「総合リハビリテーションの新生をめざして mJ 

~地域での実践から~

2012年 9月 21日・ 22日



総合リハビリテーションの視点から災害を考える

一 東日本大震災での実態把握にもとづいて ー

【本シンポジウムの趣旨】

座長:大川弥生

シンポジスト:海老沢真

西海心

丹羽登

大川弥生

「災害時とは、平常時の体制の優れた点も問題点も、共に顕著に現れる時Jと位置づけ、

「災害に関して得られた知見を、平常時の総合リハビリテーションの取り組みにも生かす」

ことを目的とした本シンポジウムは、 3回目を迎えた。

1回目(第33回研究大会)では、これまでの状況についての共通認識と今後の課題を

主としたが、その後東日本大震災が発生し、昨年の2回目(第34回大会)は、東日本大

震災での現地での取り組みに立って今後の課題を明らかにした。いずれも災害を特別な事

態として捉えるだけでは不十分だ、との問題意識に立って行ってきたものである。

今年は東日本大震災での実態把握に基づいて論じることとする。

災害時支援の新たな課題:“防げたはずの生活機能低下"

- ICFに基づく生活機能調査から 一

(独)国立長寿医療研究センター 大川弥生

災害時の医療・支援において、阪神淡路大震災以来「防げていた死亡J(preventable 

death)が強調されてきた。しかしそれに加え、「防げたはずの生活機能低下J(preventable 

disability)の予防・改善が今後の大きな課題である。

筆者は 2004年の新潟県中越地震以来、地震・豪雪・高波等の災害時の生活不活発病に

よる生活機能低下の同時多発を指摘し、その予防の必要性を訴えてきたが、その努力が不

十分なままに今回の東日本大震災を迎え、広範囲で、深刻な生活機能低下の発生をゆるして

しまったのはまことに残念である。

今回は東日本大震災後の実態を、宮城県南三陸町での 1C F (国際生活機能分類、阿0)

にもとづく全町民対象の生活機能調査と、その他の自治体等における同様の生活機能調査、

そしてそれらの地域での生活機能低下予防・改善に向けた介入の経過・経験を通じて明ら

かにし、その問題点を解明する。更にその反省に立って、災害時の「防げたはずの生活機

能低下Jの予防・改善について今後にむけた提案を行う。

今回の大震災後の生活機能低下は、今後も新たに発生する可能性が少なくない。しかも

このような、生活不活発病による生活機能低下は、災害時のみの問題ではなく、平常時に

も起りうるし、現に起っている問題で、あるo これは、高齢者、要介護者、障害のある人に

適した総合リハピリテーションのあり方を考える上で重要な観点である。

1 



障害者の「避難Jと「避難後」

NHK文化福祉番組部海老沢真

er避難」の課題

-死亡率

住民全体・・・・0.78%

障害者・・・ 1.43%

-犠牲者に占める寓齢者の割合

65癒以上・・・56%

犠牲となったケースから学ぶ

・83歳女性独居糖尿病歩行困難
所要時間と避難の判断

避難場所

何を持って逃げるか

-高齢男性独居難聴

情報は届いていたのか?

-放送歴

『福祉ネットワーク』
2011年3月14日(月)町31日(木} 誕曹緊急放送{生雄選45分)
4月四翌年3月 毎月2-4本シリーズ震挺関連番組

特番
2011年9月10日(土) r取り聾される障害者」
2012年3月11日(日) rこの町で暮らしたいM 障害者福祉の復興へ』

「ハートネットTVJ
2012年6月11B(月) r“移動圏雌者"をどう支えるかJ
9月，，日{火)12自(水)r“誕害時耳橿贋者"をどう支えるかJ

-災害時要援護者避難支撮プランは機能したのか?

-石巻市八幡町のケース
(350世帯 900人)

要援麓者 17人
うち支援者が駆けつけて助かった・・・4人
支援者以外の撮助で助かった・・・7人
(軍旗・・・3 近隣・・・2 へJレバー・・・1救急車・・・1)
死亡・・・2人

(避難不要・・2人 取材不能・・2人)

※支媛者が駆けつけられないケースが多い

避難できたケースから見えた課題

・9S歳寝たきり 67歳左半身麻痩 4人家族
車いすでの移動困難

支援者だけでは手が足りない

警察・消防団・地域住民の支援



-命を守る避難支援体制のために

※個別の避難シミュレーションが必要

※「支援者任せJr自治会任せJでは限界

※災害時だけ動くシステムは無理がある

→r福祉Jr防災Jr地域Jの日常からの連携

個人情報をどう共有し、活用できるか?

er避難後Jの課題
避難所に入れない!住む場所がない!
喝さん(55歳頭領南相馬市小高区)
.体育館→公民館→ビジネスホテル
→実家→入所施設→公務員住宅(見なし)
-Mさん一家(父認知症息子知的+身体)
-福祉避鋤所→父創院母子実家→母みな
し仮設息子入所濁設

※もともと障害者の住める住居が少ない
※仮設住宅のバリアフリー化の遅れ

-地震後の避難生活場所

-自宅・・・39.5%

・祖父母宅・・・20.6%

.車中・・・17.7%

・指定避鍛所・・・17.7%

・福祉避難所・・・0%
(仙台市の障害児のいる家庭330世帯アンケート)

(東北福祉文学修士課程谷津尚襲)

災害時要媛聾者避難支媛プランの実情

.要擁護者名簿・・・64.1%作成済み

32.5%作成中

・個別避難計画・・・28.8%作成済み

58.9%作成中
(平成24年4月1日消防庁調ベ)

※ただし実態は・・・
・支援者のほとんどが民生委員や遺方の親族
.自治会参加者のみを対象
-回覧板を見て手を上げた人のみが対象・・・など

Mさんの言葉

『このまま普通に幸せに生活していけると思ってま
した。子どももずっと手もとにおいて、一緒に泣き
笑いしながら暮らしていけるものだと思っていま
した。でも、実際・・・・家族ばらばらになってし
まってo子どもの心配もしなくちゃならない。これ
からの生活の再建もある。本当にどうしたらいい
かつて、本当に死にたいぐらい悩みます。J

-災害時にあったらいい支援

・安心して避難できる避雛所・・70.8%

.物資支援・・8.5%

・子どもの預かり場所・・4.3%

・買い物などの優先的配慮・・4.0%

.障害への理解・・3.0%

・遊び場・・1.4%

2 



-仮設住宅にまつわるいろいろ

・スロープはあるが玄関が狭すぎて入れない

-トイレを改造すると風呂がつけられない

-初期に優先的に入居した人ほどバリアだらけ
の住宅

などなど

-被災地で感じた障害者福祉の課題あれこれ

.手帳を持たない障害者

• 30年ぶり?の外出

• r 何も変わっちゃあいないJ
• rここしか頼るところがないJ

-移動の課題
・石巻・災害移動支援ボランティアrReraJ

昨年5月~今年8月までにのベ28169人の送迎

70歳以上の高齢者が66%

歩行困難・障害者が6割

事いす・ストレツチヤーの送迎が120回/月

およそ8割が通院のための移動

※公共交通機関の脆弱さ

※車がない/運転できない人の移動保障どうする?

3 



東日本大震災で敏害にあった障害者量生

(岩手県‘宮城県‘福島県)

県

念人口平成22年度目鋳調査・死者(全体)、死者(障害者)各自治体に問い合わせ

メモ蓋右市・・・9月いっぱい目壷に繍査中.

2012/9/5 



大震災における就労分野への影響

福島県の実態調査から
~福祉的就労の現場を中心に~

社会術従怪人まいづる帥出ワークY!l::tプほのぼの血

絡般長ー開神保健福祉士
臥fEREST叫RAlITほのぼの毘
支配人プヲイダルプランナー

きょうされん常任理事 E封主担閉会長
百滞心

事業種別経営主体別
(回答116カ所)

鰻曾C;II曾}主体制

..f，野祖別

福島県の障害者の雇用率

合いずれも徳島は全国平均以下

合201唱の主主定雇悶耳慣短時間働側旬カウントの仕方が度わった
合鍵間金調障の.mll!は本社断在地

福島県下の就労系事業所の実態調査

.2011年9~1 0月に調査実施

・福島県下全数178カ所の就労継続支援事業A
型、同B型、就労移行支援事業、通所授産施
設(1日法)、地域活動支援センター、 小規模作
業所を対象

・内116カ所(65.1覧)より回答

・主に大震災の被害、利用者の状況、仕事・売
上状況、給料の状況等について調査

実利用者数と 鵡 l避難等の状況

211 mn鴨川 2・"年制I... 
禽，利.Rm 虞司町剥・m を.，.繍.調.m 油|帽1-.. -λ届怠 "・ -・ ・・・困
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実利用者数と避難等の状況

・震災前実利用者総数 2，919名

.3月鍵災後 558名減 2，361名

・避難221名転居11名入院15名 自
宅待機216名その他13名

・JJl災で生活の変化を余儀なくされた

・8月時点で 2.544名に回復

・避難64名入院20名 ↑

・いわき・会津での利用者瑚は沿岸部からの遊賎，

者の利用の現れ

仕事量の激減

-嬢災直後の流通をはじめ経済活動全般が停

止した

・下鮪け作業・委託事業は親会社再開のめどが立

たない、再開しても仕事量の激減

・自主性品等製造販売は原材料の入手が困難、販

売先の減少、原発事故による風評被害 ~ 

.3月時点で71カ所(61.2%)で売上減 帽

.うち27カ所が50%以下の売上

.8月時点でも50カ所の事業所で売上減
-内17カ所が依然50%を下回る

工賃(給料)状況
・3月時点でほぼ全域で給料減
.2月平地11.659円 3月9.286円(2月比19.1%)

.半数57カ所で給料減 50%以下14:b所

・8月時点で平均10.848円(2月凶3.0%)

• 2月時点より39:b所で下回る 印私以下目カ所
・相双地峨lま6801円にまで落ち込む(2月比45.6%)

・全閤城で給料減~相双地域の厳しさ

.警戒区場避般車側区成で事業再開ができない

.休業・閉所在余儀なくされた

・販売先がなくなった風評被害で売れない

・親会祉の移転・閉鎖噂で下附けの仕事がなくなった

主
.. 

売上状況の変化 鵡 s仕事量の激減
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.00)1以下

3闘方以下

2同万以下

100方以下

ディ一セント・ワークの欠如

-室蓄な鶴失委設のー請書銃fz-
いない労働、捌取、発言権の欠如、病気や陣容・
高齢に対する不十分I保証盤
安全世界では2偉人にのぼる失業者(内8600お止は15-24雄}
合14借入のワ-~ングプア世界の労働者町帯数が1 日 200悶
未満で生活
食労働災趨田事故・病気の死亡者年200万人H目6000人が死
亡〉

ディ一セント・ワーク DecentWork 
ヂィーセントワーク岨きがb咽ある人間らし川土事〉白玄人々が働きな効tら生惜してい
あ聞に錨〈顧録す剖，私
ul ・〈・，j\があり.縛館可舗な生計に回収入合唱られるζ~
(2) M・三織などの・〈上での梅"が輔保さ払・舗で宛曾が行b中す(.それが
oめられること
f!)l ;i(ø生活剖・a生矯が両立でき、 安金な・a環境や居間保険、 医a・ '~1Il制度
などのセーフティーネヲトが櫨保封L自己の鰻傭もできること
同 公正な偉い.!ll女平等な酸いを受けること
と...，た.'"が織大成されたもUである. (11'生m・省)

. n.O総会(1999年〉ー21世犯の目様
・人間らしb、生活を継量産的に営bる人間らしい労.
・曲者りある労.・価値ある労鋪・品格るる労.
・阿世代・同年代と同等の所得/生活
・ディーセント・ワークへの障害者の権利(2007年)
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震災で明確になったr非雇。周」は
F職業リハ~リテーションJになりえないこと

‘ i・住まい(住居)~憾とどこで住むかは自由

。Decentwor，k<価値ある労働)をめざして!
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総合1)1、ビリテーションの視点から災害を考える

東日本大震災での実態把握にもとづいて

被災した児童生徒の受入れ状況

-震災前とは別の学校で受入れた人数

・小学校 13，744名

・中学校 4，896名

・高等学校 2，285名

・特別支援学校 152名

平成24年5月1日現在

震災による人的被害の状況

・死者・行方不明者数
(消防庁・警察斤公表資料より)

・阪神・淡路大震災
死者 6，伺4名、行方不明者 3名

・東日本大震災
死者15，868名、行方不明者2，848名

(8月22日現在)

φ学校関連の人的被害
・死者 654名、負傷者 250名
岩手県死者 106名、負傷者 33名
宮城県死者 459名、負傷者 43名
福島県死者 87名、負傷者 15名など

被災した児童生徒の受入れ状況

φ被災3県別の他都道府県が受入れた人数

・岩手県から 360名(うち特支校 O名)

・宮城県から 1，587名(うち特支校 4名)

・福島県から 12.316名(うち特支校 63名)

-被災3県別の岡県内で受け入れた人数
・岩手県 787名(うち特支校 2名)

・宮城県 2. 726名(うち特支校 11名)

・福島県 6.031名(うち特支校 59名)

L特別)支



東日本大震災における学校等の
対応等に関する調査

・被災3県(岩手・宮城・福島)の幼・小・中・高・
特支校の全ての3，127校

・回収率 83.6%(特別支援学校は 98.4%)

0・3史重見符宣車又田マ=~アルヘの処""小学医

飢の下，、遺I}.!l.0l担をし.，~， LJtヰコ"

Aをfl!すところがはかったので.
座布図や開l功制パJ 司どで鵬程ったk"'""，，'.'，'.'1，口
大..往のそ1乏で舟の眠い蔓畏をとるなど

場所。伏xl;ltじ切搬を白た 出ぷヰ主己=与と己記よ

大気を使用cpr，:ヲたので‘身の安全を
11'長U=.土で火災発生の防出こ努めた i

恐怖と不安でパ三フウ伏曹にt，;.，t:一円-

その惚

。
" ー。 " " '回同

東日本大震災における学校等の
対応等に関する調査

・地震の揺れによる人的被害のあった学校

・10絞(0.4%)
・地震の揺れによる死亡行方不明者がいる学校

・0校(0目)
圃負傷した「児童生徒等」がいる学校等は

・IJ、0.4%、中 0.5弘、高 0.8%、特支 016

0・-;>重血行鈴翼団マZユアルへの処，.
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[05 t色.舞金問の二次丞"行勘

見倒防揺後綴若草とうt援物務後処 品刷、dピド "，d 帰国審

金制"割目隠額銘蕗務復~控器露事理務話語欝銘務務種害弱局務額修後後議後器量額控額修語緩盟理務担II:.~j O.3

幼祖間体制"協按綴務後数後後揺緩綴務後援綴控抑ど器移務務移務語務嵩貌貌接競務綴務車司 11.1 刑"

*~U(tt= 1間的 協貌蕗機器器移載機物貌筋線問機物協器移器級機揺務協繍1. 51 .1 0 3
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全国特別支援学校長会の調査

-教育委員会予算で水等の備蓄をしている

のは6都県

圃薬等の確保が不十分

・発電機等の整備がない所も多い

・障害に応じた対応が可能な福祉避難所に

・保護者も福祉避難所の整備希望が多い

・登下校時や自宅などで、子どもが一人の時
に被災した場合の必要な対応等々

(全国特別支援学校長会震災等対策委員会アンウート調査より)

‘ 



(全国特glJ支復学校長会震災等対策委員会アンウー卜絢査より)

今後の課題

-福祉避難所・地域の避難所としての指定
通常の避難所では障害の状態や特性等への対応が難しいことが多い

・避難所としての整備

・宿泊できる施設と備品等の整備
(非常食や飲料水、断水時に使用可能な障害者用トイレ等)

・医療機器を動かすための電源の確保

(発電機や長時間使用できるJもyテリー)

・個々の子どもに必要な薬の保管
又は薬の入手ルートの確保

・落ち着ける空間の確保等々
(自閉症等でカームタウンが必要な場合など)

今後の課題

-帰宅困難な子どものために

・保護者との複数の連絡方法の確保
(電話、メール、緊急伝言板等)

・急な予定変更を子どもが理解できるように説明

-周囲の人が、子どもの病気や障害の状態・特
性等を知らない場合のために

・障害の状態等や必要な対応方法等を記載したカ
ード、(へjレプカード等)を常時持参させる

圃必要な医療情報等を救急医療情報キット等の中
に入れ、冷蔵庫に保管する等々

-・F逗埴 e唾"...語，... ・・“・E日101"'''‘“‘~羽M・1

当理1InlM;，，?!霊訪u't鑓璽湾関lm動! 

倖戚傷害事)~豊島
韓議

http://、帆叫v.me:d.go.jp/a_mcn凶kcnko/ru】田川 J323513.htm
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シンポジウム 2 資料

「新たな地域リハビリテーションシステムの創造J

-総合リハピリテーションの視点からー

第 35回総合リハビリテーション研究大会

「総合リハビリテーションの新生をめざして mJ 

~地域での実践から~

2012年 9月 21日・ 22日
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山製県立ことるの捻逮.合支援センター

本田秀夫

発達の特性は残存している

しかし，社会適応は悪くない

むしろ適応の良好な例も少なくない

アヒルの巣(す)で、一羽(わ)だけ、すがたのちがうひよ

こが生まれましたが、みんなからいじめられ、いつもひと

りぼっちでした。けれど春になり、このアヒルの子はおど

ろきます，水にうつった自分のすがたは白鳥になってい

たのです。

{アンデルセシ作:NHKfおはなしの〈に』より!U周}

YDDから 遣さら

弘樹

吟謹難色 YDDヘ

:瀦遁臓曹の~濯ぎ州議福間脚本

二次障害の予防

とくに，不登校.ひきこもり，いじめへの

予防的介入と危機介入

昔話~~j~~}，~:ii:~~!i!~~f:.J~!~~J:~m~l~;;なよ:片足以i必j記弘l訟以.. 沿:~川』付!~~以;!詰釘出j}';民"口}';~，!l辺，!l誌ねj庁小C誌以1に5似

号燐繍J欝鱒纏隅う惣糊象欄剥濃嚇蜘蜘蹴窓齢猷齢~i.記、:t鱒鱗鰍艇糊隠鶴附紗恥恥; 
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子どもにとって

二次障害予防の確率が高まる

家族にとって

スティグマを最小限にとどめる乙とができる
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診断を伝え，予後の見通しを持たせることが必須
最初のボタンをかける作業
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全国 横浜市の全児童生徒の

9.396 

横浜市

学習面または行動面で

学習面で
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学曹面と行動面で
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DISCOVERY 

ー吟こどもの療育と医療I軸

保護者の学習支援と心理的支援E輸

インクルージョン強化支援E軸

(福祉)制度・社会資源の活用W軸

3 

CHOICE 先端技術の開発V軸



r1 

圃複数の健診を速動した「点と銀Jの方法論

-3つの階層からなる支援システム

、i¥L支援虫採治療の3つの2帳簿

-日常生活水準
(fnclusi咽)

-専門性の高い心理ー教育的水準
{日pe吋 psycbololical-e曲目ti岨allnte円四tion)

-精神医学的水準
(PSyth弘行icinte四回tion)

山梨県 ・

人口
862.772人
〈匁成22録、。周18"径〉

都園児醐師 出生数
{都留クリ、ニッヲ 6.621人

~~早成2'" 人ロ"I!民，t)

~~~同製品当選議地町長造語以去二:
~i" 出品"".ム."""...::，'i 写州民知~M~!:;. 岨~:~. ;}..，，:.九'.'，'"

':'\E~京色線J~~法繍U 医

回拠点は1歳半健診と3蹴児健診

-幼稚園・保育園の検出力在高めることが軍要

-漫然とフォローせず，必ずr抽出・絞り込みJを

-5歳児健診lま，偽陰性例に対するフェイル・セーフ

中央児童相談所
子どもメνタルクリュック
(Il!師1名。心理士14島)

-.'l庖逮降害者

〈支援センター

(稲畿担当5名)

こころの発達総合支援センター

子どものゐのD1I!
(医療)

発達陣容児者支銭

(医療+福祉)

お山梨県ILこころの発進総含蚕11セシター
、町 ，(，201:1年4潤圃殴) ん

治骨格戦構戦終判情J
職員 20名

所長(精神科医)1名

医長(精神科医)1名

次長1名

保健編2名 精神保健福祉土1名

作業療法士1名臨床心理士7名

ケースワーカー4名 医療事務2名

4 



vペル1

レベル11

レペル田

山製県の予宮もの刺u車保健X~Tム

平成23年度実績

-相談件数(のぺ) 4，292件

(子どものこころに関する相談120件含む)

うち新規相談件数

・診療件数(のべ)

うち初診件数

555件

1408件

279件

ぷ細細凋践鍔「年齢績域

H22年度 H23年度

600 

インテーク面霊
碑価

Aセンタぷ帯m用の港署1

新規相談l停車僚の推移

5曲 ザーー一一一一日一一一一一一一 170 

:i:而二五:止tr
1118 1119 1120 1121 1122 1123 

剖強制似3慨す:日

;匡二
山巴 ..・ 1健。 1111 IIU .， 

5 



子(7~ステ"で刻ご沿コ充3チーム制の支援

-幼児チーム(4名)

-学齢チーム(6名)

-成人チーム(5名)

!学齢期ωs駆回ヌ回3買うiJ...

のびのび(比較的適応のよいケース対政)

思春期ショートケア に次的な問題のあるケース対象)

※週1回.1クール数回

※子どもと親それぞれのグループワークを並行して行う

母子保健活動へのスーパーピジaン

保健師の研修会.事例検討

乳幼児健診の改訂支援(1歳半.2蹴)

療育グループの公開

支援体制!!Hiffへの支援

モデル市町村の金歯への聡員派遣

市町村.員研修鶴師

市町村職員向け支援ガイドライン作成

市町村の事業所へのスーパーピジaン

胡児期の集団誘回復Z弘

ころころ (2鼠~年少;1クール日田，年3クール)

アセスメント，育児支援.市町村支援

ぴょんぴょん(年中;1クール8回，年2クール)

育児支援.保育閤・幼稚園への支援

わくわく(年長:1クール4回，年2クーJレ)

育児支鏡，就学支援

i成火、期の集団':'J.ロヨ77，ム

発達障害者支援センターのプログラムを引き絞ぎ

メンバーは.ひきこもり経険者が多い

月1図の継続型プログラム

!材育桝組i号制1hfi 

-専門家育成

職種，経厳に応じた系統的セミナー

見学，事例検討の場の設定

・狸解者・宋来の専門家育成

サボーター養成事業(厚生労働者モデルg業)

6 



「横浜市における
高次脳機能障害に対する地域リJ、ビリテーシヨンJ
~制度を超えた地域ネットワークの創造~

横浜市総合リ，、ピリテーションセンター

小田芳幸

横浜市における高次脳機能障害は?
H.20】駐車.高温健闘.能障書獲・圃董

原因

通院態者間査

平均年齢 脳血管障害1 脳外傷

64.2歳 816% 1 10.0崎

退院患者調査 72.6歳 81.1% 12.6% 

画面否画面支雇通亙唾萱埜一型 0空豆つ
|横浜だと14，000人程度つ |

ll問 問欄憎Eーーーー一ーー-一

高次脳機能障害支援の概念図

揚2

! %11¥1.豆日
宿叩との相叩酷哨問

! II!l.IlI:lI ! 
町円1'lC:""，殴".....， 'T7プ" の仰.
"'プ"巳.て"守ーピス町飼鏑

高次脳機能障害とは?

脳損傷後の記憶障害、注意障害、遂

行機能障害、社会的行動障害などの認
知障害に起因する日常生活、社会生活
への適応が困難となる障害

(行政的診断基準)

慨欄L湖底]醜惜『ーーーーーーー

高次脳機能障害支援ニーズ

i!器i程器輸轍錨
-専門的な相麟・闘がほしい
.・睡して相債にのって隠しい
..断や醇舗をして日しい
・鋤聞して繍噂してほしい
ー圃・eやプログラムをしてほしい
・直'"圃a・陣曹理解のための研修ー書!I!語"が必要
・3‘'"圃・鑑陣容者を宜えるサービスの鑑克が必要など

|宵側?鰍欄棚田祖国胆園田園田園圃圃園凪岨

横浜市高次脳機能障害支媛センヲー

開設までの経過

H13-H17 高~脳惚離陣害支橿モデル事量

立まtzJ，、センターが王揖拠点酬(高担脳機能障害支揖
平成17年2月高次脳機能障害ブロジヱクト
平成，.年9月高~脳掛能障害対応模集

(指定管理事聾肝国自主事業)
平成18，19年度 務次脳織能瞳書ニーズ問査

(楠浜市白書舵事業}
平成田年41'1高次脳櫨能障害外来開位

11月中直陣容者地域活動センタ主撮

4 
率直22年4月高次脳繊能障害主揖センタ開甑
2掴横浜市障害者プラン句碑楽にわがる安心餓策-)

EE滋..  川

T 



横浜市高次脳機能障害

支援センターの特徴

-セン!;z-inセン51ーのメリットを生かした支撮体制で
あること

・相談拠点+評価・惨断機能+サービス提供を包括し
ていること

・アウトリーチによる関係機関の下支え機能をもつこと

.サテライト機能による支接システム、横浜モデルをめ
ざしていること

!?正晴川田園?一一一一一一一一一一一加型

高次脳機能障害支媛セン告ーの機能

1相談支援

2惨断・評価

3プログラムの提供

4関係機関の支緩

5地峨リハサービス

6研修啓発

'f内i~梯棚F竺-・E・・E・・E・~竺

2.診断・評価

「高次脳機能障害外来Jまたは

『リハビリ子ーション科』でお察

-高次脳機能障害についての説明

期:
t平価訓練定期的に通院、3カ月ごとに計画

押 などを依頼一 、

ヨ日斗ー m.......1 
へ¥巨空百/

ll:mlι-; 叱IW園

犠浜市高次脳機能障害支援セン合一

aJ 

リハセン告一

一一一一一一一一『、

1.相談支媛

-高次脳機能障害について知りたい

.リハ訓練を受けたい

・家庭や職場で困っている

-復職や復学を支擁してほしい

.福祉サービスを知りたい

もちろん『高次脳機能障害Jと
診断されていない方も対象です

| 恥!什附縦巷 ・ E ・-ーーー副司

3.プログラム

心理・作業療法(oT)・理学療法(pT)

リハスポーツ・聡業相践・職能評価など

己争チームで対応

・どのような症状。 生活で・・仕事で・・
.ご本人やご窓践の気づきは。

・どのように補うか 一

ご本人が自ら代償 IIt~A~ 
ご家族や支援者が対応 吃段宥さM
環境整備 臨正出

I2四雌世田ー-EE--L4

2 



総合リ1¥.セント

(障害者
更生相議所)

4 関係機関の支媛

高次能機能障害支援横浜モデル

11Il.'I.I)1'1 i旭..ヱ1".1 __~... 
一 一泊姐君"ホ-~~一一一一一一--' ......~~， 

HZZ年度 3区で宅デル
の思り包み隠鎗

~ 
"7プ，ザ
♂ 

Il健飽..陣書

ゆ通・"..u
，.・~ンター

注目旨"錆センター

恒互l~_加沖 ~ I....Z""I 
'A_~~_ 

M・・居白ホム ー，~-- -

E・・圃

It.".. .. ・2旨勘センター 国竃闘. HZ6年度全市で実益予定

ケアプラザ

生.."・センター

5 地域リ1¥サービス

訓練室でできる司どこでもできるとは限らない

応用が困難

Oソーシャルワーカーリハ科医師
理学療法士(PT)作業療法士(口T)等が訪問

O実際の場所で伝達

-対応方法 ・環境調整

6 研修・啓発

高次脳機能障害と対応方法について

理解を深めていただきたい

も-ご本人・ご家族向け研修

.支媛者向け研修

福祉保健セン9ー
中途障害者地域活動センヲー

リハ教室など

|円内職!馴爾齢陛田園田凶哩

各区ごとの支援体制の
構築をめざして

各区の中途障害者地域活動セン空一、区福祉
保健セン骨ーを軸にした高次脳機障害支緩体制
の構築をめざしていく。

【中途障害者地域活動セン9ー】
脳血管疾患等の後遺症による障害者の方々
が、生活訓練や地域との交流を行いながら、自
立した生活や社会参加を促進するための活動を
おこなっている。また、退院後、聞もない方への
リハビリ教室も実施している。 地峨生活支媛穆業

同制量糊馳・ーーーーーーーーーーーfieil
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横浜市港北区の取り組み

高次脳機能障害支媛センターにおける
アウトリーチ機能の強化

• lZ次脳機能障害巡回相路(H22.9月~
中途障害者地域活動セン告ーと連機

4区で月2回、各国4枠
今年度のモデル区旭、港北、鶴見、泉

-中途瞳害者地蜂活動セン者一巡回(H22.8月~

14区に月1回ずつ
対応方法、評価・訓練、家族支鐘など

|I . .)!lt'Tflllr，¥¥Jt摺酢ーーーーーーーーーーーDJlI

まとめ

横浜市における高次脳機能障害支援は、

①ベースにリJ、ピリ子ーションセン9ーの取り組みが
あり、その上に支援拠点(高次脳機能障害支綴セン
9ー)を設置を図った。
②地域二一ズを把握し、横浜市の障害施策への反
映を図った。

③既存の社会資源を有効活用し、各区に支援体制
の構築を図るための取り組みを展開している。

河川R3照明~一一一一一一一一一一一一-'''III iピ竺

4 



J

川
圃
目

阻止一

細菌首関...面画百五正日1，¥ピijff'

-・はいぎりがー.織と標値 ペヲトの向きを.える

… dl・1 門EQl I ロτ四1
AスL 川坊 Io什はιliI
『ア'r7) " "II++-I 1 l-; 1 

'1'Il10いの首にピール施司kA台を'置き トイレのドアを肱ずし
立ち上がり鋼・ :hー干シ取り付け

園;長 EJO 

リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
っ
て
何
だ

3メートル先の便所まで行脅.

'"後いの容舗の舗を持って

立ち上がるのでー手法いも
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トイレのドアも自分では手
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『で1;1:失礼いたします」と緯穆して去ろうとした私lza↓ 

ご本人が冒われました 牌喧へ
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第35回総合リハビリテーション研究大会 参加者アンケート

1 .研究大会に参加してのご感想をお聞かせください。

(0を付け、 5段階での評価をお聞かせください)

① ご自分の専門分野についての知見を深めることができた

できた一【 5 ・4 ・3 ・2 ・ 1 】ーできない

② ご自分の専門以外の関連分野の情報を得ることができた

できた一[ 5 ・4 ・3 ・2 • 1 】ーできない

③ ご自分が従事されている活動について具体的なノウハウやヒントを得ることができた

できた一【 5 ・4 ・3 • 2 ・ 1 】ーできない

④ さまざまな分野で活躍する人材と交流することができた

できた一【 5 ・4 ・3 ・2 ・ 1 ]ーできない

⑤ 陣害分野に関わる内外の最新動向を知ることができた

できたー【 5 ・4 ・3 ・2 ・ 1 】ーできない

2. 上記1の項目のうち、研究大会の参加にあたって、特に期待した点、重視した点はなんです

か。該当するものに2つだけOを付けてください。

① ご自分の専門分野についての知見を深めること

② ご自分の専門以外の関連分野の情報を得ること

③ ご自分が従事されている活動について具体的なノウハウやヒントを得ること

④ さまざまな分野で活躍する人材と交流すること

⑤ 障害分野に関わる内外の最新動向を知ること

⑥ その他〔

(裏面につづく)



3.今後の研究大会に期待することや、ご意見ご要望があれば、お書きください(自由記述)

4. あなたが活動されている分野はどれですか。最も関連の深いものに 1つだけOをつけてくだ

さい。

① 医療関係 ② 学校・教育関係 ③ 雇用・就業関係

④ 障害者・高齢者等福祉関係 ⑤ 工学関係 ⑥ 障害当事者運動

⑦ 行政関係 ③ マスコミ・出版関係 ⑨ 学生

⑩ その他〔

5.最後に、あなた自身についてお聞かせください。 (0および記載)

① 性別

② 年代

( 1 )男

(1) 2 0代以下

(4) 5 0代

③ お住まいの都道府県名 〔

ご協力ありがとうございました!

( 2 )女

(2) 3 0代 (3) 4 0代

(5) 6 0代以上

2 



障害者福祉の総合情報誌です

月刊ノーマ弓イゼーショシ
障害者の福祉

ノ曹マライゼ由ショシ

公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会・発行

JEli!o800月[85抑68頁](廷がり滞費税辺j

特櫛EtF9，000月fぎが-JEF費税必J ED/{t)i'フリーtl~'.を貯えるg眠l.\，\l段時

一一一一向勝一一一.. m-一-.n._..叩…・4唱。<==宝霊草==

本誌は、1981年の国際障害者年に「障害者の福祉」として産声をあげて以来、 1995年10月に
「ノーマライゼーション 障害者の福祉」と表題を改め、 一貫して障害者の福祉に関するさまざま
な情報を提供しています。各省庁の障害者施策に関する情報、全国各地鼠での実践例の紹介、 移
動・ コミュニケーションなどの生活情報、国連をはじめとする世界の障害のある人を取り巻く動さ
など、他では得られないきめ細かい情報を毎月お届けしています。

障害のある人ご本人をはじめ、 都道府県 ・市町村の行政関係者、福祉関係者、研究者のみなさん
や障害者の福祉に携わる方や関I~\のある一般の方々まで、 幅広くご購読いだだけます。

き~t3ぎのぜ得業)l :YfE 
(2012年〕

1 0月号新障害者基本計画への期待
1 1月号障害者差別禁止法の制定に向けて
1 2用号 第2次十年の総括と新十年
※ホームページ上で、パックナンバーの目次を掲載して
おります。ぜひ、アクセスしてください。

11ハ協ノーマライゼーシヨンイ ワ窃

平成24(2012)年

特2月政策への障害当事者の参画12月女性と障害13月
集 1特集1 東日本大震災から1年、障害者は今特集2
.平成24年度障害保健福祉関係予算14月自立支媛法
に代わる新法への期待15月 障害者虐待防比活16月
情報アクセスとコミュニケージョン保際17月難病者
支躍の課題と展望18月戦後の障害者史 (1945~
1975)ーゼロからのスタートを省みる19月バリア
フリー観光:夢を肘える新しい旅行

1 [ 

E 評道 JJt c台グ

rtJEd3・11ぞの'&IJ宙局ぷJ
2012年
4月中村亮(岩手県釜石市〕
5月 多国亮治郎・栄子(日本ALS協会岩手県支部)
6月笠井実〈福島盲ろう者笈の会会長)
7月石森箔介 (程災地時がい苦センヲーみや吉百甚豆郡〉
8月巴雅人 (有限会社車座代表取締役社長〕
9月 1本石万記子(大船渡市職員、社団法人岩手県
ろうあ協会気l山支部事務局員〉

平成22(2010)年

1月新政権への期待12月新しい総合リハビリテーシヨ
ンに向けて13月平成22年度障害保健福祉関係予算14
月 精神障害者の地減生活支慢~その現状と課題15月映
画の力と可能性16月自立支媛機器の開発と笛及/7月
CSRと障害者受援18月発達障害.青年期の「生きにく
さJIこ寄り添う支媛19月推進会議と新疋な障害者政策
の方向110月 「働きたい」を実現さぜる多織な働き方
111月地域生活と防災 /12月ポスト自立支療法の行方

平成23(2011)年 1 [ 平成21 (2009)年

1月 制度政第と障害者基本法の改正12月 障害と生命倫理
13月平成23年度障害保健福祉関係予算14月蝕法障害者
への支優~司活と福祉の連携を考える~/5月障害者差別
禁比法を目指して16月 障害のある人の住まい/7月 東日
本大震災~被災跨害者の実態と新生への提言~
18月スポーツを楽しもう~パラリンピックに向けて~/9
月障害者基本法の故正110月 際宮学生のキャリア支援
111月障富者総合福祉法の制定に向けて112月 ユニパー
サルデザインを者える

1 月 障害者の政治参加/2月 提言 ・ 障害者基本法の~正にあ
たって13月持集1 平成21年度障害保健福祉関係予算，
特集2 障害者自立支援法の見直しと課題14月 就労支緩の
現状と課題/5月 障害種別を越え/e.i由i或交流麦媛16月 障害
者支媛施設の今後の展望17月政策決定過程における当事者
の役割18月障害者とフィッ トネスー廃周症候群の予防 /9月
障害をもっ人の子育て支縫/10月障害のある人の高齢期を
考える111月 差別禁止法 条例の取り組み112月 障害児の療
育教育 就労の連l聾

お問い合わせは{公財}目本障害者リハビリテーシーン協会広縁語ヘ
TEL:03・5273・060唱 FAX:03-5il73-1523 E-mail: nqrm骨.riha@elinf.ne.jp

※お申し巡み容は裏面
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季刊リハビリテーショシ研究
公益財団法人日本障害者リハビリテーション協会・発行

Tel:03・5273-0601 Fax: 03-5273・1523

E-mail: norma-riha@dinf.ne.jp 

定価 1，200円(送料・消費税込)

年間購読 4，500円(送料・消費税込)
85半IJ48ページ(6月・9月・12月・3月発行)

<)障害者福祉・リハビリテーション分野の領域は多様で、各々の領域に高い専門

性が求められます。1971年創刊の本誌は、バックナンバーでは価値の高い論文

や資料を提供し、最近では毎号特集テーマを設けて国内外の研究論文・文献、連載講座などにより、

障害者福祉・リハビリテーション分野における新しい動向をお伝えしています。

《内容》 《最近の特集》

151号地域移行支媛を考えるー総合リハビリテーションの視点から・視点(巻頭言)

・特集(研究論文)

・講座

(2012年6月)

・海外リポート・報告

・海外の文献から

・文献抄録

150号 第34回総合リハビリテーション研究大会(2012年3月)

149号 災害から考える総合リハビリテーション(2011年12月)

148号 総合リハビリテーションからみた各領織の研究(2011年目月)

《今後の予定》

・用語の解説

・学会・セミナー報告

152号 WHOによる「障害に関する世界報告書JとrCBRガイドライン」
(2012年9月)

153号新しい障害者実態調査(2012年12月)

孟~二2
"*パックナンバー検索リハ協リハビリ子ーション研安

復刻版 CD-ROMi*テキストデータ版、 PDF版の両方を収録
創刊~情。号 i女主な論文を紹介したブックレツト(28頁)付
定価9500阿 川視覚障害のある方にも、音声認識ソフト等の
俗科・税込} | ご利用で、お読みいただけます。
I副
山叫町岬明暗.

一一一一一一一一一一一一一一一《定期購読・購入申込み書》一一一一一一一一一一一一一一一一

口「ノーマライゼーションJ <)年間購読料 9，000円 年一一ー月より購読開始

口「リハビリテーション研究JO年間購読料 4，500円 一一一一一号より購読開始
口「リハビリテーション研究JCD-ROM復刻版 0 1 枚9 ， 500円一~

↑該当の口をチェックしてください。

ご住所 T 

(送付先)

{フリガナ} ご所属があれば

お名前 ご官官入下さい.

電話・FAX Eメール

発行月号指定で
ご購入の場合

-ノーマライゼーシヨン(@800円) 年一一月号一一部

(適宜容き足して
-リハビリテーシヨン研究(@1200円) 号一一 部ください。)

※誠に申し訳ございませんが害庖では販売しておりません。

※いただいた個人情報は、ご本人の了承なく当協会外に開示いたしません。



2012年度CBRセミナー

CBR vs三方よし
日時:2012年10月13日〈土)10時一16時

場所:戸山サンライズ〈東京都新宿区)2階大・中会議室

【趣旨】

当協会ではこれまでCBRの専門家を招いて国隠セミナーを開催してきました。 2010年にWHO等により発

表されたCBRガイドラインでは、 CBRの目的はCBIO(コミュニティにおけるインクルーシブ開発)であるこ

とが明記されました。今回のセミナーでは途上国でのCBRやCBIOと日本の地域作りと地域福祉の活動を紹

介し、共通点はどこにあるのか参加者の皆様と意見交換をしたいと思います。

講師にはイギリスからピーター・コールリッジさんをお招きします。コールリッジさんは、現在はフリーラ

ンスのリサーチヤーとして活趨されており、これまでに40年の活動経験の中で世界中の多くに国を訪問さ

れました。またCBRガイドラインの『生計jを執筆された方です。

また圏内ではこれまでに日本圏内地域福祉や地域作りの中に CBRの概念に近い考えを見いだしてきました

が、そこでたどりついたのが近世に活躍した近江商人の理念である三方よし精神です。三方よしとは、売り

手よし、買い手よし、世間〈地域〉よしのことで、はじめから地域を念頭に置いている考えです。今回は三

方よしの発信地である束近江市から3人の講師をお招きします。

途上国を中心に発展してきた CBRの考え方と日本の一部で伝統的に言われてきた三方よしの理念がどう響

き合うのか、今回のセミナーをとおして皆様と確かめたいと思います。後半では講師と参加者の皆さんとの

対話の時聞を設けていますのでぜひご参加ください。

参加希望者は、申込み用紙にご記入いただき、 Faxまたはメールにて事務局までお送りください。

【参加者】 100名〈先着順に受け付けます。〉

手話通訳、要約筆記、点字プログラムを用意しますので必要な方はお申し込みの際にお申

し出ください。

【プログラム】

10:00・10:05 開会のあいさつ

10:05・11:00 進行:高嶺豊氏、琉球大学教授

講演:ピーター・コールリッジ、フリーリサーチャー

*逐次通訳が付きます。

11:05・11:25 質疑応答

参加者による振り返り〈近くに座っている人たちと話をしていただき、後半の対話集会

でキーワードを発表していただきます。〉

11:25・11:30 休憩

1 



11:30・12:15 進行:河野良氏、杏林大学准教授、作業療法士協会

講演:東近江市の地域作りと地域福祉の取り組み

近江商人以来の三方よし精神を現代の地域づくりや地域福祉に生かしている

束近江市の皆さんの実践をお聞きします。

く講演者>小梶猛氏、学校法人司学館校長、 NPOしみんふくしの家八日市、建築士
山口美知子氏、東近江市緑の分権改革課主幹

野々村光子氏、働き・暮らし応援センター“Tekitoー"センター長

小梶氏から、東近江市の総合的な取り組み、人のネットワークについてお話いただき、山口

さんからは行政の地域作りへのかかわり、野々村さんからは障害のある人の就労につ

いて、行政や市民との連携を含めてお話いただきます。

12:15・12:40 質疑応答および参加者による振り返り

[昼食]

『午後』 午前中の講演者の皆さんとの対話集会

進行:林かぐみ氏、アジア保健研修財団事務局長

尻無浜博幸氏、松本大学観光ホスピタリティ学科准教授

13:45・14:00 午前中のグループ毎の発表〈ポイントのみ各1分で紹介していただく〉

14:00・15:50 対話集会

15:50・16:00 まとめ〈高嶺豊氏〉

閉会

【情報サービス】手話通訳、要約筆記、点字プログラム

【参加費】セミナー:無料

レセプシヨン〈セミナー終了後、戸山サンライス.2階特別会議室):一人 約2，000円程度

以下をご記入の上、 Fax:03・529277630、E-mail:sasaki.yuka@dinf.neJpまでお送りください。

氏名:

所属:

連絡先(電話、 Fax、E-mail): 

レセプション (0をつけてください): 参加します 参加しません

必要なサービス (0をつけてください) 手話通訳、 要約筆記、 点字プログラム、 磁気J~ープ、

車椅子スヘ.ース

※ご提供いただいた個人情報は、日本障害者リハビリテーション協会の個人情報保護方針に従い、厳重に管理いたします。また、

この情報に基づきシンポジウム、講習会等のイペントの開催案内、書籍のご案内その他当協会が有益であると判断する情報をご案

内させていただくことがあります。ご案肉を希望されない場合はその旨お知らせください。

2 



く歯師のプロフィール〉

ピーター・コールリッジ氏

イギリス在住。現在はフリーのリサーチヤーで、障害と開発に関する文筆業。

中近東、アフガニスタン、インド、東部および南部アフリカで、障害に焦点を当てて教育と開発分野で 40年

の経験を持つ。 1980年代 OXFAM(イギリスの国際 NGO)の中近東地域担当マネージャーとして、 6年に渡り、

ヨルダン、パレスチナ、レバノンで障害へのコミュニティアプローチを発展させてきた。 IlOでの主な調査活動

では、 2003年から2005年には雇用と障害に関する調査に携わった。ロンドン大学およびケープタウン大学で客

員教授。 WHOのCBRガイドラインでは生計のコンポーネントの執筆を担当した。

他の著作は“Disability，liberation and Development" 1993年〈日本語訳「アジア・アフリカの障害者とエンパ

ワメント」中西由起子訳〉、 CBRにおけるスキル開発 (ll02008)、EC開発援助における障害研究 (2000)、貧困

と障害〈レオナルド・チェシャー (lCk2010)、

ハンセン病回復者の活動での評価活動〈インド〉、コミュニティ開発としての CBRと貧困削減 (LCI，2006，経

済的エンパワメントの章〉

学歴:7ラプ・中近東研究修士号〈オックスフォード大学，1966 年〉、教育学修士号〈ウ.I-/~ス.大学 1969 年〉

関心領域:コミュニティの動員、教育、障害

関心を持つ地域・国:中近束、アフガニスタン、パキスタン、インド

言語:母国語は英語、アラピア語は流ちょう、フランス語は纏能、他にドイツ語およびダリ〈パキスタンの

アフガニスタン方言〉の基礎

家族:結婚して3人のお子さんがいる。

趣味や関心事:音楽〈フルートとクラッシックギター〉、環境問題、鳥類学、写真

3 



〔会場までのアクセス〕 会場HP : h110:/ /www.isrod.io/sla lic/olace/index .hlml 

ーと案内図

圭地提

一一一・ 視覚問書醤周
点字ブロック

主東京支子医大

〈パスでお越しの方〉

新宿駅西口→都パス宿 74東京女子医大行

(小田急ハルク前乗車)司国立国際医療セン

ヲー前下車、徒歩5分

〈地下鉄でお越しの方〉

・東西線早稲田駅下車、徒歩 10分

・大江戸線若松河田駅下車、徒歩8分

日本障害者リハビリテーション協会 (国際課)

干162-0052 東京都新宿区戸山ト22-1

TEL: 03-5292-7628 FAX: 03-5292-7630 

E-mail: sasaki.yuka@dinf.ne.jp (担当:上野・佐々木)

4 



f JD賛助会員六募集H
• -• JD(日本障害者協議会)ω、趣旨・目的に賛同し
財政面で支えτく尼‘さる賛助会員を募集しτい孝司。

やJDの趣旨・目的とはつや

「完全参加と平等」や「ノーマライゼーシヨン」の実現を目的として、障害の種別や立場、

考えの違いを乗りこえ、緩やかな団結のもとに活動を行なっています。

やどんな活動をしているの?や

月刊情報誌「すべての人の社会」 を発行や、 JDとしての意見を行政や国会議員に届けたり、
障害分野の調査 ・研究などを行なっています。必要に応じて集会なども開催しています。

障害者総合福祉法の実現に向けて今後も活動を続けていきます。

や賛助会費や

〈個人賛助会費〉 年間 1口 4，000円 〈団体賛助会費〉 年間 1口 10，000円
※月刊情報誌「すべての人の社会」 をお送りします。

障害問題を考え、 運動として取り組む上で必要かつ重要な情報が満載です。

や申込方法令

この用紙をFAXにて下記JD事務局までお送りいただくか、メール等でご連絡ください。
郵便振替口座にご入金いただき次第登録は完了いたします。払込票をご希望の方には郵送します。

〈お申込み・お問い合せ先)NPO法人日本障害者協議会 (JD)TEL 03-5287-2346 FAX 03-5287-2347 
Eメール offic時idnet.gr， i口干162-0052東京都新宿区戸山1-22-1C公財)日本障害者リJ、ビリテーション協会内
〈振込先〉郵便振替口座 00120-2-70876 日本障害者協議会

-・ ・・切り取らずにこのままお送り ください

賛助会員申込書

FAX03-5287-2347 ・・

申込日 年月日

JD賛助会員を申し込みます。個人一一 D、団体一一一旦

ふりがな ご所属団体等があればご記入ください。
ご氏名

ご住所 T 

※昼間つながる番号をお書きください

TEL 
鏡帯番号

肘 naiI 
(0ヨ21) 

FAX 

【今月の巻頭言】 JDホームページにて公開中 http://www.j也let.gr担/

※上記個人情報はJD主催の集会等の案肉に利用させていただく他は外部に開示いたしません。

• -• • 



FA X03- 5287- 2347  書籍 ・資料等申込書

JD賛助会員

. J 0宛

年間賛助会費

4， 000円1口※情報誌「すべての人の社会Jを毎月お送りします.JD賛助会費(個人)

JD賛助会費(団体) 1口 10守 000円※情報総『すベての人の社会』を毎月お送りします。

資料集「完全実現をめざして{骨格健言と改正障害者基本法)J(2011年9月}駒田節以上回ご生文で3日円 500円 | 部

障害者権利条約日英対訳とコメント~障害者倍率l条約の批准と完全実施に向けて-(2011年6月 500円 | 部

f弱くてもろい社会jから『すべての人の社会Jへ-JD30年の運動の道のりと展望(2011if: 5月 500円 l 部

明日をひらく言霊~綱一興著作温泉-(2011年4!l) I 2， 500円 | 部

DVD交響詩ゑびす盈陀維~日本陣容者文化史絵巻-(2011年2月 I3，000円 l 杉E

EU諸国における社会主III隠用飼査報告書(2010年 11月 I1，000円 | 部
見えないけれど観えるもの(2010年 10月 I2. 100円 | 部
さよなら障害者自立主慢法一訴訟勝利までの軌跡ー(2010年5月 300円 | 部

障害者樋利条約はこうして生まれた私たちの社会を変えるために 500円 | 部
一国連障害者権利条約特別委員会元議長ドンマyケイ講演録(2010年3月)

椋祉的就労分野における労働法適用に関する研究会

~国際的動向を踏まえた福祉と雇用の積極的融合へ-(2009年 11月)

肯陣害者の就労支援と国際基準ーILOl59号条約違直健訴への回答と今後の対応ー(2009年e月}

わがまちの障害福祉計画 44の自治体首長に聞く(20四年2月)

障害者福利条約で社会を変えたし、(2008年91l)

みんなちがってみんな一緒 『陣容者権利条約(2008年5月)

障害者の所得保障と就労支援に関する2∞7年提言(2008年 1月)
イエローリボンバッジ

イエローリストバンド

障害者を見る自に確かさを(2004年 12月)

パソコンボランティア・力eイドブツヴ (2凹0年8月)

インターネット活用ガイドー広がるブロパイゲーの障害者割引ー(1999年3月)

隊害者に関する総合計画I豊富(1998年8月)

樋利l車援に関する事例JI!ーその法的・制度的問題点一(1997年9月)

障害者の機会均等化に関する基準規則(由連) 日本語版 ( 1995年3月)

家族と陣容一日本語版ー(1995年3月)

完全書加と平等への挑戦一国際障害者年日本推進協諸会十年のあゆみ(1991年 12月}

精神障害者問題を理解するために(1989年5月)

自立へ向って 障害者に関する米国政府の法律・事車の評価および立法上の勧告 (1988零g周}

合計

円

円

円

円

円

円

円

円

円

部数定価書籍など

4 

3 

1 

2 

5 

6 

7
一8
一9

1 005百|一-EIr---Ff
一
円
一
円
一
円
一
円
一
円
一
円

円

円

円
一
円
十
円

円

円

円

一
円

円

一
円

500円 | 部

1. 000F9 I 部
500円 | 部

500円 | 部

1501引部

300F9 I 伺
200F引個

1. 365F9 I 部

1. 000F9 I 部
800円 | 部

1.5001引部

1.200円 l 部

500円 | 部

1. 200F9 I 部
700円| 部

500F9 I 部
1 000円 l 部

言十

10 

11 

12 

24 

14 

22 

23 

25 

13 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

26 

21 

27 

円.6. 

'" 
※書箱と郵便振込用紙を同封いたしますので‘到婚後にお振り込みください.

お 名前 (ふりがな) *通信欄*出納机締求書白

日付に指定がある場合などは

ご住所 γ ご記入ください.

諮 求書 の有無 必要 不要 (0で囲んでください)

請 求書 の宛名[

電話 (昼間つ ながる番号) FAX *申込 白 *

Eメールアドレス 年 月 日
'--

下位個人情報は、JD主催の集会等の案向に使用させていただく他は外部に開示いたしません⑤

( 0921 ) 



横浜市高波脳機能障害支援匂シタ-G)取り組お

高浪脳機能障害とl歩 見えにくい障害

脳出血、脳梗塞などの病気や、事故による頭部外傷などによって、脳に損傷を受けたときの後遺症の つです。

主な症状として注意障害、記憶障害、情報処理速度の値下、自己意識性の低下、遂行機能障害、男疲労、

社会的行動障害があり、いくつかの症状が影曾しあうことがあります。

とろし記局いいでしょう?

まずは

ご相談

ください

医師や専門職が

診断や評価

易体障害とは異なり巨に見えlこくいため、

ご本人・ご家族支援している方が気づき

にくいことがあります。

生活や仕事のやりづらさを補う方法を

易に旬けたり、行動しやすい

安，~\できる生活と

充実レた社会とのつながりを

つくりましょう

42 
専門職員による相議

リハ訓練を受けたい、

復臓や復学を支援して

ほしい、福祉サービスを

知りだいなど、高次脳

機能障害にかかわる相

談をお受けします。

高;公脳機能障害外来

医師が診察し、高次

脳機能障害について

こ説明します。

その上で、支援計画を

作成し専門職による

評価を進めます。

訓練・支援ω・2ロゲ弓b
臨床，~\I.里土 ・ 作業療j去士

理学療法士-言語隠覚土

スポーツ指導員による

訓練の他に、 i也I或生活

や就労のための評価・

訓練ぬ成果を生活に

ご本人-ご家族や麦援

者の万に障害への

理解を深めていただ

き、 対応方法をお伝え

します。そして、

回りのことや日中活

動が継続できるもと一'」-つ

。

行

す
を

ま

練

き

訓

で
司r"""¥nv ように支援
ー .
わt.します。

"凶 M

ー'
ーム~

実際の生活や

活動の揚に職員

を派遣し、苅応

方法の定着や

環境調整

します。その他

研修なども



高浪脳機能障害支援色シタ-0)

又~・.， 7

支援コーディネーター

ソーシャルワー力一

医師看護師臨床J~\I!里土

作業療法士 (OT)言語聴覚士 (ST)

理学療法士 (PT)生活受援員 作業指導員

スポーツ指導員 リハ工学技師

地域関係機関とぬ連携

中途障害者

I也I或活動センター

障害者地域

活動ホーム

区福祉保健

タンセ援
市

支
浜

害

横

障能機w凶次
一
旦
同

就労支援医療機関
+ 

•• 
その他の

支援機関.... ~~ 

突通案肉 額繊浜駅J;q徒歩約10分
専用送迎1¥スで約5分

横浜市

高旗艦機能障害

支援tIシ勿ー

"""" 
.. 泉市
..曾憾・....;匡ニ-，ー

リハビリセンターλロ

繍渓ラ官官 " 
横須努調IU'!

週民a・ 鳥山:1<構

、¥ EZ霊長銀
][~U 融 2号韓

ー名古屋

-セνターパス

東海道山陽噺鈴韓
JR斬構混駅

お問い合わ世

儀浜市

高次脳機能障害支援センター

干222-0035

横浜市港北区馬山町1770
横浜市総合リハビリテーションセンター内

電話 045-472-4722

FAl(: 045 -4 72 -4 7 2 3 
~ 
横浜市吋れピ"=rーショシ事業団


